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京都エコ・エネルギー戦略（案）に対する意見様式 

 

                                               名前  山 元 康 裕     

 

 

ページ 

番 号 
主な意見の内容 

全編  

○昨年 12月の政権交代以降、国のエネルギー政策に変化がみられており

、先般の衆院本会議で、安倍首相が、2030年代に原子力ゼロを目指す

とした「革新的エネルギー・環境戦略」をゼロベースで見直し、責任

あるエネルギー政策を構築すると発言するなどの具体的な動きがあ

ることから、このような状況を踏まえた戦略にされてはいかがでしょ

うか。  

○電力システム改革は国レベルで議論されるものであり、戦略への記載

はそぐわないのではないでしょうか。  

○  「２  基本戦略と目標」、「参考表  京都府内の発電施設の規模」お

よび「参考表  京都府内の発電能力」において、各種目標が設定され

ていますが、国のエネルギー政策も定まっておらず、また目標設定

されることであらゆる方面から拘束されることが予想されるため、

目標設定にあたっては、別途、検討することとしてはいかがでしょ

うか。  

○  エネルギーセキュリティや経済性の観点から、火力電源の燃料構成

についてはＬＮＧ以外の燃料を検討されてはいかがでしょうか。さ

らに、エネルギーの安定供給の観点も加えて考えれば、火力に限ら

ず、原子力、コジェネ、再エネ等の多様な電源をバランスよく保有

することが望ましいのではないでしょうか。  

○  ＬＮＧパイプラインの整備は、国民負担が大きく、現状では日本海

側でのＬＮＧの需要もないことから、費用対効果を考慮すれば難し

いのではないでしょうか。  

 

     ※戦略本編に見え消しにて御記入くださっても結構です。 

 

     ※恐れ入りますが、２月 12 日（火）までに御連絡をお願いいたします。 



京都エコ・エネルギー戦略（案）について 
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

はじめに 

 (1) 東日本大震災以降のエネルギーを巡る動き 

 (2) 京都エコ・エネルギー戦略の策定趣旨 

 

１ 京都府内のエネルギー需給の現状と課題 

(1) エネルギー消費の状況 

(2) 電力エネルギー需給の状況 

(3) 熱エネルギーの需給の状況 

(4) 京都府内におけるエネルギー供給施設の立地状況 

(5) 再生可能エネルギーの導入状況及び導入可能量 

(6) 次世代エネルギー・社会システムに関する先進的取組 

(7) 京都府のエネルギー施策の課題 

ア エネルギーの安全性の向上 

イ 将来にわたるエネルギーの安定供給の確保 

ウ エネルギーの経済性の向上 

エ エネルギー政策と地球温暖化対策の両立 

オ 新たなエコ・エネルギー社会モデルの構築 

 

２ 基本方針と目標 

戦略１：ICT 等の活用による新しい省エネ・節電社会の構築 

戦略２：再生可能エネルギーの最大限の導入拡大 

戦略３：府民生活や産業活動を支えるエネルギーの安定供給の確保 

 

戦略４：各地域の個性を活かしたスマートコミュニティの形成 

戦略５：京都エコ・エネルギー産業の育成と振興 

 

３ 基本方針に基づく施策の方向 

(1) 新しい省エネ・節電型社会の構築に向けて 

(2) 再生可能エネルギーの導入拡大に向けて 

(3) エネルギーの安定供給の確保に向けて 

(4) 多様なスマートコミュニティの形成に向けて 

(5) 京都エコ・エネルギー産業の育成・振興に向けて 

 

むすび 

 

 

 

 

 

はじめに 

 (1) 東日本大震災以降のエネルギーを巡る動き 

 (2) 京都エコ・エネルギー戦略の策定趣旨 

 

１ 京都府内のエネルギー需給の現状と課題 

(1)エネルギー消費の状況 

(2)電力エネルギー需給の状況 

(3)熱エネルギーの需給の状況 

(4)京都府内におけるエネルギー供給施設の立地状況 

(5)再生可能エネルギーの導入状況及び導入可能量 

(6)次世代エネルギー・社会システムに関する先進的取組 

(7)京都府のエネルギー施策の課題 

ア エネルギーの安全性の向上 

イ 将来にわたるエネルギーの安定供給の確保 

ウ エネルギーの経済性の向上 

エ エネルギー政策と地球温暖化対策の両立 

オ 新たなエコ・エネルギー社会モデルの構築 

 

２ 基本方針と目標 

戦略１：ICT 等の活用による新しい省エネ・節電社会の構築 

戦略２：経済性を踏まえた再生可能エネルギーの導入拡大 

戦略３：府民生活や産業活動を支える多様なエネルギーの安定供給の確保 

    （多様な電源の保有、分散型電源の推進） 

戦略４：各地域の個性を活かしたスマートコミュニティの形成 

戦略５：京都エコ・エネルギー産業の育成と振興 

 

３ 基本方針に基づく施策の方向 

(1)新しい省エネ・節電型社会の構築に向けて 

(2)再生可能エネルギーの導入拡大に向けて 

(3)エネルギーの安定供給の確保に向けて 

(4)多様なスマートコミュニティの形成に向けて 

(5)京都エコ・エネルギー産業の育成・振興に向けて 

 

むすび 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



京都エコ・エネルギー戦略（案）について 

2 

京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

 はじめに                             

 

（１）東日本大震災以降のエネルギーを巡る動き 

 

○ 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所

の事故を契機にして、これまで我が国が推進してきた、原子力発電をベー

ス電源として、地球温暖化防止とエネルギーの安定的な供給を両立させて

いくというエネルギー政策の見直しが不可避となった。 

 

 ○ この間の様々な議論を通じて、国民の多くが原子力発電の安全性に不安

を抱いていること、原子力発電に頼らない社会づくりを望んでいることが

明らかになり、それと同時に、これまで当然のことのように考えられてき

たエネルギーの安定供給に関する不安も顕在化してきている。 

 

○ 2012 年夏には、全国の原子力発電がすべて停止するという状況のもと

で、電力需給対策が実施され、特に原子力発電の比率が高い関西電力株式

会社（以下「関西電力」という。）管内においては、15％という高い目標を

掲げた節電の取組が求められるとともに、万が一に備えた計画停電の準備

が進められるなど、府民生活や産業活動に大きな不安を投げかけた。 

 

 

○ こうした中で、国において、同年９月に「革新的エネルギー・環境戦略」

がとりまとめられ、その中で原発に依存しない社会の一日も早い実現など

の基本的な方向が示された。しかしながら、「エネルギー基本計画」の策定

などによってその具体的行程を明らかにするまでには未だ至っておらず、

また、将来にわたって必要なエネルギーの供給力の確保をはじめ安定性、

経済性に関する課題の克服、地球温暖化対策との両立などの課題も残され

ている。 

 

○ 一方、同年７月から、再生可能エネルギーの固定価格買取制度がスター

トし、それを活用してメガソーラーと呼ばれる大規模太陽光発電施設の立

地が全国的に活発化するなど、再生可能エネルギー導入の飛躍的な進展に

向けた機運が高まっている。 

地域に存在する自然資源をクリーンなエネルギーとして活用する再生可

能エネルギーは、地域の活性化にも効果を発揮すると期待され、そのため

にも、普及拡大と併せて出力の安定性や設備利用率の向上、コストの低減

などの課題の克服が重要となっている。 

 

 はじめに                               

 

（１）東日本大震災以降のエネルギーを巡る動き 

 

○ 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所

の事故を契機にして、これまで我が国が推進してきた、原子力発電をベー

ス電源として、地球温暖化防止とエネルギーの安定的な供給を両立させて

いくというエネルギー政策の見直しが不可避となった。 

 

 ○ この間の様々な議論を通じて、原子力発電の安全性に不安を抱いている

声があることや原子力発電に頼らない社会づくりを望んでいることが明ら

かになり、それと同時に、これまで当然のことのように考えられてきたエ

ネルギーの安定供給に関する不安も顕在化してきている。 

 

○ 2012 年夏には、全国の原子力発電がすべて停止するという状況のもと

で、電力需給対策が実施され、特に原子力発電の比率が高い関西電力株式

会社（以下「関西電力」という。）管内においては、15％（後に 10％）の

節電に取り組んだ結果、14 時～15 時の最大電力は 2010 年の夏と比べ、約

11%（約▲300 万 kW）減尐した。万が一に備えた計画停電の準備が進めら

れるなど、府民生活や産業活動に大きな不安を投げかけた。 

 

○ こうした中で、国において、同年９月に「革新的エネルギー・環境戦略」

がとりまとめられ、その中で原発に依存しない社会の一日も早い実現など

の基本的な方向が示された。しかしながら、昨年 12 月の政権交代以降、国

のエネルギー政策に変化がみられており、先般の衆院本会議では、安倍首

相が、2030 年代に原子力ゼロを目指すとした「革新的エネルギー・環境戦

略」をゼロベースで見直し、責任あるエネルギー政策を構築するとしてい

る。 

 

○ 一方、同年７月から、再生可能エネルギーの固定価格買取制度がスター

トし、それを活用してメガソーラーと呼ばれる大規模太陽光発電施設の立

地が全国的に活発化するなど、再生可能エネルギー導入の飛躍的な進展に

向けた機運が高まっている。 

地域に存在する自然資源をクリーンなエネルギーとして活用する再生可

能エネルギーは、地域の活性化にも効果を発揮すると期待され、そのため

にも、普及拡大と併せて出力の安定性や設備利用率の向上、コストの低減

などの課題の克服が重要となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・不安を抱いている声があることは事実です

が、国民の多くが不安を抱いているかどう

かの根拠がないため、「多く」を削除して

はいかがでしょうか。 

 

 

・目標値を強調するよりも客観的に目標値と

実績値を記載してはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

・前政権に関する記載を削除し、政権交代後

の状況へ変更してはいかがでしょうか。 
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

○ 一方、需要サイドからも、「我慢」による「無理」な省エネに頼るだけで

はなく、家庭や事業所のエネルギー使用量を「見える化」して ICT（※）

等により制御するスマートグリッドの技術、市場メカニズムによって使用

量を削減し需給をバランスさせるデマンドレスポンスと呼ばれる新たな手

法の開発や実証実験などが急速に進展している。 

   ※:Information and Communication Technology（情報通信技術） 

 

○ さらに、世界のエネルギー情勢に目を向けると、発展途上国に経済成長

などによってエネルギー需給が窮迫化する中で、採掘技術の進歩によって、

これまで商業化が困難とされてきた大量の天然ガスや石油の採掘を可能に

した北米発の「シェール革命」が、これからの日本を含む世界のエネルギ

ー需給や産業、環境などに重大な影響を及ぼすと予測されている。 

 

  

（２）京都エコ・エネルギー戦略の策定趣旨 

 

○ このようなエネルギーを取り巻く国内外の激しい変化に対応していくた

めに、もとよりエネルギー政策は、国の責任において安全保障を含む総合

的な観点から取り組まれるべきものであるが、前述のように、現段階では

原子力への依存を低減する方向で大枠が定められながらも、その行程や具

体的な方策については未だ明らかにされていない状況にある。 

 

○ こうした中で、京都府として、国の施策に恃むだけではなく、府民生活

の安心安全を守り、経済活動の維持発展を図る立場から、エネルギーの安

定確保や将来的な見通し等について主体的に検討し、地方公共団体として

取り組むべき対策に積極的に取り組んでいくことが求められている。 

 

○ 本戦略は、京都府内における安全で安定的なエネルギー需給の確保に関

して、地球温暖化など環境（エコ）と経済の視点を連携させたエネルギー

政策の方向性と施策展開のあり方を明らかにすることを目的として策定す

るものである。 

 

○ なお、この戦略を進める上では、将来の社会・経済情勢の変化や、技術

革新の進捗などに的確に対応して機動的な見直しを行うことが必要であ

り、今後の国のエネルギー政策の動向を注視するとともに、関西広域連合

や市町村の施策とも十分な連携を図りながら、戦略を推進していくことと

する。 

 

 

○ 一方、需要サイドからも、「我慢」による「無理」な省エネに頼るだけで

はなく、家庭や事業所のエネルギー使用量を「見える化」して ICT（※）

等により制御するスマートグリッドの技術、市場メカニズムによって使用

量を削減し需給をバランスさせるデマンドレスポンスと呼ばれる新たな手

法の開発や実証実験などが急速に進展している。 

   ※:Information and Communication Technology（情報通信技術） 

 

○ さらに、世界のエネルギー情勢に目を向けると、発展途上国に経済成長

などによってエネルギー需給が窮迫化する中で、採掘技術の進歩によって、

これまで商業化が困難とされてきた大量の天然ガスや石油の採掘を可能に

した北米発の「シェール革命」が、これからの日本を含む世界のエネルギ

ー需給や産業、環境などに重大な影響を及ぼすと予測されている。 

 

  

（２）京都エコ・エネルギー戦略の策定趣旨 

 

○ このようなエネルギーを取り巻く国内外の激しい変化に対応していくた

めに、もとよりエネルギー政策は、国の責任において安全保障を含む総合

的な観点から取り組まれるべきものであるが、前述のように、国のエネル

ギー政策は政権交代により、ゼロベースで見直しが表明された。 

 

 

○ こうした中で、京都府として、国の施策に恃むだけではなく、府民生活

の安心安全を守り、経済活動の維持発展を図る立場から、エネルギーの安

定確保や将来的な見通し等について主体的に検討し、地方公共団体として

取り組むべき対策に積極的に取り組んでいくことが求められている。 

 

○ 本戦略は、京都府内における安全で安定的かつ多様なエネルギー需給の

確保に関して、地球温暖化など環境（エコ）と経済の視点を連携させたエ

ネルギー政策の方向性と施策展開のあり方を明らかにすることを目的とし

て策定するものである。 

 

○ なお、この戦略を進める上では、将来の社会・経済情勢の変化や、技術

革新の進捗などに的確に対応して機動的な見直しを行うことが必要であ

り、今後の国のエネルギー政策の動向を注視するとともに、関西広域連合

や市町村の施策とも十分な連携を図りながら、戦略を推進していくことと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・政権交代後の状況を追加されてはいかがで

しょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

・安全で安定的かつ経済的なエネルギー対策

を実施するには、多様なエネルギー需給が

必要なため、「多様なエネルギー」にされ

てはいかがでしょうか。 
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

１ 京都府内のエネルギー需給の現状と課題                

 

（１）エネルギー消費の状況 

 

○ 京都府におけるエネルギー消費量（2009 年度）は、147,713TJ（※）とな 

っている。その推移を見ると、90 年代半ばまでは右肩上がりで増加してきた 

が、その後は景気動向に付随して減尐、増加を繰り返しており、2007 年度の 

156,371TJ（1990 年度比 17.6％増）をピークに、いわゆる「リーマンショッ 

ク」の影響に見舞われた 2008 年以降はほぼ横ばいで推移している。 

  ※:テラジュールの略号。テラは 10 の 12 乗（兆）のことで、ジュールは熱量単位を表す。 

 

○エネルギー種類別にみると、電力消費量は 1990 年度の 55,092TJ から 2009

年度には 67,907TJ（90 年度比 23.3％増）と増加傾向にある。一方、熱消費

量は 1990 年代前半までは増加傾向で推移してきたが、その後 1996 年をピー

クに減尐傾向で推移している。 

この結果、毎年、熱消費量が電力消費量を上回っているものの、近年では

その差が縮まっており、2009 年度の構成は、電力消費量が全体の 46.0％

（67,907TJ）であるのに対して、熱消費量は 54.0％（79,806TJ）となって

いる。 

こうした変化の背景には、家庭におけるライフスタイルの変化や世帯数の

増加に加えて、電化製品の大型化、IH 機器の普及等が進み、産業においても

サービス化や ICT 化が進展したことなどがあると考えられる。 
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表 １億円当たりエネルギー消費量（2009年度）の算出根拠 

 
最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量 

（TJ） 

県内総生産 

（百万円） 

１億円当たり 

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量（TJ） 

京都府 147,713 9,553,851 1.55 

全 国 12,644,333 483,216,482 2.62 

東京都 810,647 85,201,569 0.95 

大阪府 666,795 35,826,529 1.86 

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、「都道府県別エネルギー消費統計」、内閣府「県民経済計算」 

 

 

 

 

 

図 京都府におけるエネルギー消費量の推移 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

注１）電力は、1kWh=3.6MJ の消費側で換算したエネルギー量であり、供給側の発電損失分を配分した帰属

エネルギー量ではない。 

２）熱消費量とは、石炭、石炭製品、原油、石油製品、天然ガス、都市ガス、熱（人為的に温度調整さ

れた蒸気・水・空気などの熱媒体により供給されるエネルギーの需給）の合計。 

３）2010年度は推計値。 

４）図中の数値は、調査期間の開始年・最終年、2010年推計値、期間中最大値を示した年における値。 

 

表 京都府におけるエネルギー消費量の内訳（2009年度実績） 
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実績値（TJ）
総量に占める

割合（％）

147,713 100.0

67,907 46.0

67,907 46.0

79,806 54.0

4,089 2.8

36 0.0

0 0.0

44,128 29.9

軽質油製品 26,312 17.8

重質油製品 15,107 10.2

石油ガス 2,710 1.8

53 0.0

30,808 20.9

691 0.5

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量
内　訳

合　計

石　炭

石炭製品

原　油

石油製品

電力消費量

熱消費量

熱

天然ｶﾞｽ

都市ｶﾞｽ

電　力

 

 

 

 

図 都道府県別電力消費量（2009年度実績） 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 
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図 都道府県別電力消費量（2009年度実績） 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 
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（２）電力エネルギーの需給の状況 

 

（電力消費）          

○ 京都府内の電力消費量を部門別に見ると、2009 年度において、産業（非製 

造業及び製造業）部門が 22,201TJ で全体の 32.7％、民生（家庭及び業務他） 

部門が 45,706TJ で 67.3％を占めている。 

1990 年度と比較すると、産業部門では、省エネの取組に加えて景気の低迷

などの要因により 5.7％（1,347TJ）の減尐がみられるが、減尐率は、全国

（▲14.4％）と比べると小さい。 

一方、民生部門では、業務分野における店舗・オフィス面積の増加、家庭

分野における世帯数や所有家電の増加などにより 44.9％（14,163TJ）増加し

ている。増加率は、全国（58.5％）と比べると小さくなっており、この傾向

は業務分野、家庭分野とも共通している。 

 

○ 関西電力管内においては、東日本大震災後の電力需給対策として、2011 年

夏期、同冬期及び 2012 年夏期において、家庭や産業などの各部門に対し節

電への協力要請が行われた。特に、2012 年夏期においては、計画停電回避の

ため、電力会社はもとより京都府をはじめ地方公共団体においても実行可能

な節電対策が集中的に実施されたこともあり、基準年とした 2010 年と比較

して最大電力需要（kW ベース）で約 11％、販売電力量（kWh ベース）で約

10％の節電が達成された。この節電実績には、万一の備えとはいえ、計画停

電のおそれがあると周知されたこともあり、家庭や企業において無理をして

節電に取り組んだ結果分も含まれていると推測される。 

 

表 京都府における部門別電力消費量の構成(単位：TJ) 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

55,092 67,907 23.3

(100.0%) (100.0%)

23,548 22,201 ▲ 5.7

(42.7%) (32.7%)

1,279 813 ▲ 36.5

(2.3%) (1.2%)

22,269 21,388 ▲ 4.0

(40.4%) (31.5%)

31,543 45,706 44.9

(57.3%) (67.3%)

15,992 22,746 42.2

(29.0%) (33.5%)

15,551 22,961 47.6

(28.2%) (33.8%)

0 0 -

(0.0%) (0.0%)

家  庭

業務他

運　輸

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計

民　生
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出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」    
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図 京都府における部門別電力消費量の構成比（％） 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

 

 

 

 

 

 

表 全国における部門別電力消費量の構成(単位：TJ) 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

2,698,534 3,359,582 24.5
(100.0%) (100.0%)

1,220,265 1,044,875 ▲ 14.4
(45.2%) (31.1%)
21,251 8,990 ▲ 57.7

(0.8%) (0.3%)
1,199,013 1,035,885 ▲ 13.6

(44.4%) (30.8%)
1,417,755 2,246,971 58.5

(52.5%) (66.9%)
662,933 1,029,656 55.3

(24.6%) (30.6%)
754,822 1,217,315 61.3

(28.0%) (36.2%)
60,514 67,736 11.9

(2.2%) (2.0%)

民　生

家  庭

業務他

運　輸
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産　業

非製造業

製造業計

 

出典：資源エネルギー庁「総合ネルギー統計」    
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出典：資源エネルギー庁「総合ネルギー統計」    
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図 全国における部門別電力消費量の構成比（％） 

出典：資源エネルギー庁「総合ネルギー統計」 

 

（電力供給） 

○ 独立行政法人経済産業研究所「都道府県別エネルギー消費統計」によると、

府内の電力消費量（kWh ベース）は、概ね 180～190 億 kWh で横ばいとな

っているが、このうち、関西電力による供給量が概ね 160～170 億 kWh 程度

と大部分を占めている。 

 

○  関西電力の供給電力量（他社・融通を含む）の電源別の構成は、東日本大

震災以前の 2009 年度時点では原子力 45％、火力 44％、水力 10％、再生可

能エネルギーを含む新エネルギーが１％であったが、大震災後の 2011 年度

には、火力 69％、原子力 20％、水力 10％、新エネルギー１％となり、原子

力の比率が著しく低下し、火力がそれを補う構成となっている。 
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図 全国における部門別電力消費量の構成比（％） 

出典：資源エネルギー庁「総合ネルギー統計」 

 

（電力供給） 

○ 独立行政法人経済産業研究所「都道府県別エネルギー消費統計」によると、

府内の電力消費量（kWh ベース）は、概ね 180～190 億 kWh で横ばいとな

っているが、このうち、関西電力による供給量が概ね 160～170 億 kWh 程度

と大部分を占めている。 

 

○  関西電力の供給電力量（他社・融通を含む）の電源別の構成は、東日本大

震災以前の 2009 年度時点では原子力 45％、火力 44％、水力 10％、再生可

能エネルギーを含む新エネルギーが１％であったが、大震災後の 2011 年度

には、火力 69％、原子力 20％、水力 10％、新エネルギー１％となり、原子

力の比率が著しく低下し、火力がそれを補う構成となっている。 

 

（図削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・供給電力量の電源別割合は、需要の状況に

応じ常に変化しています。そのため関西電

力供給エリアに占める京都府の販売電力

量の比率を単純に掛けても、京都府内の電

源構成を算出できないことから、削除して

はいかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜1990 年度（2,698,534TJ）＞ ＜2009 年度（3,359,582TJ）＞ 

出典：関西電力グループ経営計画のデータを元に京都府が試算し作成 

図 京都府内の販売電力量構成の推移 

＜1990 年度（2,698,534TJ）＞ ＜2009 年度（3,359,582TJ）＞ 
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（３）熱エネルギーの需給の状況 

 

（熱消費） 

○ 京都府内の熱消費量を部門別に見ると、2009 年度においては、産業（非製

造業及び製造業）部門は 15,835TJ で全体の 19.8％、民生（家庭及び業務他）

部門は 51,883TJ で 65.0％、運輸部門（乗用車）は 12,087TJ で 15.1％を占

めている。 

 

○ 1990 年度と比較すると、産業部門では、省エネ取組に加えて景気の低迷

などの要因により 36.5％（9,084TJ）減尐しており、減尐幅は全国（▲11.5％）

と比べて大きくなっている。また、電力消費での削減幅（5.7％）と比べても

大きなものであり、熱利用の分野で特に省エネが進んだことが伺える。 

 

○ 一方、民生部門の熱消費量は 22.2％（9,420TJ）増加しており、増加幅は

全国（16.4％）と比べて大きくなっている。内訳を見ると、家庭分野の増加

幅は 0.8％でほぼ横ばいで推移しているのに対して、業務分野は 37.3％増加

し、その中でも、公共サービス分野（公務、教育研究、医療保健福祉）が 79.4％

増加と大幅に伸びている。 

 

表 京都府における部門別熱消費量(単位：TJ) 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

77,847 79,806 2.5

(100.0%) (100.0%)

24,919 15,835 ▲ 36.5

(32.0%) (19.8%)

4,257 4,009 ▲ 5.8

(5.5%) (5.0%)

20,662 11,826 ▲ 42.8

(26.5%) (14.8%)

42,463 51,883 22.2

(54.5%) (65.0%)

17,589 17,726 0.8

(22.6%) (22.2%)

24,874 34,157 37.3

(32.0%) (42.8%)

10,466 12,087 15.5

(13.4%) (15.1%)

家  庭

業務他

運　輸

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計

民　生

 
出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」。詳細は資料編に掲載      
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業）
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産業（製造

業）
26.5%

民生（家庭）
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民生（業務

他）
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民生（家庭）
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他）
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15.1%

 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

図 京都府における部門別熱消費量の構成比（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 全国における部門別熱消費量の構成比（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

11,137,062 11,010,928 ▲ 1.1
(100.0%) (100.0%)

5,772,611 5,109,022 ▲ 11.5
(51.8%) (46.4%)

785,078 426,061 ▲ 45.7
(7.0%) (3.9%)

4,987,533 4,682,961 ▲ 6.1
(44.8%) (42.5%)

2,207,590 2,570,579 16.4
(19.8%) (23.3%)

940,653 988,874 5.1
(8.4%) (9.0%)

1,266,937 1,581,704 24.8
(11.4%) (14.4%)

3,156,861 3,331,328 5.5
(28.3%) (30.3%)

1,614,051 2,056,151 27.4
(14.5%) (18.7%)

1,542,810 1,275,176 ▲ 17.3
(13.9%) (11.6%)

家  庭

業務他

運　輸

旅　客

貨　物

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計

民　生

 
出典：資源エネルギー庁「総合ネルギー統計」。詳細は資料編に掲載      
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出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

図 京都府における部門別熱消費量の構成比（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 全国における部門別熱消費量の構成比（TJ） 
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5,772,611 5,109,022 ▲ 11.5
(51.8%) (46.4%)

785,078 426,061 ▲ 45.7
(7.0%) (3.9%)

4,987,533 4,682,961 ▲ 6.1
(44.8%) (42.5%)

2,207,590 2,570,579 16.4
(19.8%) (23.3%)

940,653 988,874 5.1
(8.4%) (9.0%)

1,266,937 1,581,704 24.8
(11.4%) (14.4%)
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出典：資源エネルギー庁「総合ネルギー統計」。詳細は資料編に掲載      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜1990 年度（77,847TJ）＞ ＜2009 年度（79.806TJ）＞ ＜1990 年度（77,847TJ）＞ ＜2009 年度（79.806TJ）＞ 
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図 全国における部門別熱消費量の構成比（％） 

出典：資源エネルギー庁「総合ネルギー統計」 

 

（熱供給） 

○ 熱は電気と異なり、発生場所近傍でしか利用が難しいことから、熱の供給

は、現実には一次エネルギー又は電気などの二次エネルギーの利用により行

われると見なすことができる。 

京都府における熱消費量 79,806TJ(発電利用などエネルギー転換分を除

く。)を一次エネルギーごとに見てみると、石油製品(重油など)が 44,128TJ

で 55.3％、都市ガスが 30,808TJ で 38.6％であり、これらだけで 93.9％とほ

とんどを占めている。 

石油製品

55.3%

都市ｶﾞｽ

38.6%

石 炭

5.1%

熱

0.9%

天然ｶﾞｽ

0.1%
石炭製品

0.0%

原 油

0.0%

 

  図 京都府における熱エネルギー消費量（2009年度実績 79,806TJ）の構成比（％） 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

※ 消費量の数値は P.4の表を参照 
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図 全国における部門別熱消費量の構成比（％） 

出典：資源エネルギー庁「総合ネルギー統計」 
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  図 京都府における熱エネルギー消費量（2009年度実績 79,806TJ）の構成比（％） 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

※ 消費量の数値は P.4の表を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜1990 年度（11,137,062TJ）＞ ＜2009 年度（11,010,928TJ）＞ ＜1990 年度（11,137,062TJ）＞ ＜2009 年度（11,010,928TJ）＞ 
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（４）京都府内におけるエネルギー供給施設の立地状況 

 

 

 

 

 

（電源施設の立地） 

○ 京都府内における電源施設の立地の状況をみると、関西電力の発電所とし

て、石炭を燃料とする舞鶴火力発電所（出力 180 万 kW）のほか一般水力発

電所（20 基で出力合計 16 万 kW）、揚水水力発電所 1 基（出力 47 万 kW）

が立地している。また、同社の宮津エネルギー研究所は、重油・原油を燃料

とする火力発電所（出力 75 万 kW）であるが、現在長期計画停止中（稼働率

０％）であり、電力需給の逼迫に対応して、京都府や地元の宮津市から運転

再開の要請が行われている。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）京都府内におけるエネルギー供給施設の立地状況 

 

○はじめに電力系統は、広域に接続されており、広域の需要と供給に基づき、

府県を越えて流れている。したがって、電源立地の検討においては、広域な

観点から、供給安定性・環境適合・経済性を踏まえた検討が必要である。 

 

（電源施設の立地） 

○ 京都府内における電源施設の立地の状況をみると、関西電力の発電所とし

て、石炭を燃料とする舞鶴火力発電所（出力 180 万 kW）のほか一般水力発

電所（20 基で出力合計 16 万 kW）、揚水水力発電所 1 基（出力 47 万 kW）

が立地している。また、同社の宮津エネルギー研究所は、重油・原油を燃料

とする火力発電所（出力 75 万 kW）であるが、現在長期計画停止中（稼働率

０％）であり、電力需給の逼迫に対応して、京都府や地元の宮津市から運転

再開の要請が行われている。 

  なお、関西圏における火力発電所の立地状況は以下のとおりである。 

 燃料種別 発電所 所在地 

一般電気

事業者 

ＬＮＧ 姫路第一発電所 兵庫県姫路市 

 姫路第二発電所 兵庫県姫路市 

 南港発電所 大阪府大阪市 

 堺港発電所 大阪府堺市 

 石 炭 舞鶴発電所 京都府舞鶴市 

 石 油 赤穂発電所 兵庫県赤穂市 

 相生発電所 兵庫県相生市 

 海南発電所 和歌山県海南市 

 御坊発電所 和歌山県御坊市 

 多奈川第二発電所 

（長期計画停止中） 

大阪府泉南郡岬町 

 宮津エネルギー研究所 

（長期計画停止中） 

京都府宮津市 

卸電気事

業者 

石炭 高砂火力発電所 兵庫県高砂市 

ＩＰＰ ＬＮＧ 中山共同発電所船町発電所 大阪府大阪市 

酉島エネルギーセンター 大阪府大阪市 

 石炭 神鋼神戸発電所 兵庫県神戸市 

  新日鐵住金広畑製鐵所 兵庫県姫路市 

 ＣＤＱ※ 神鋼加古川発電所 兵庫県加古川市 

ＰＰＳ ＬＮＧ 泉北天然ガス発電所 大阪府堺市、高石市 

    ※コークス炉排熱 

 

 

・電気は、単一の府県エリアで論じるもので

はなく広域で考えるものであることから、

追加してはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・適切な電源構成を図るためには、燃料特性、 

供給安定性、環境負荷、コスト等を総合的 

に勘案する必要があることから、関西圏に

おける火力発電所を記載してはいかがで

しょうか。 
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○ 関西電力以外の発電所としては、京都府の大野発電所（一般水力・出力 1.1

万 kW）、太鼓山風力発電所（出力 0.5 万 kW）のほか、ごみ発電、太陽光発

電・小水力発電による再生可能エネルギーなどの発電施設が立地している。 

 

○ また、発電と同時に生じる熱を自らの事業所内で有効利用し燃料利用効率

を高めるコジェネレーション施設の普及や燃料電池の設置が広がりつつあ

る。府内の普及状況は、●○年現在で、事業所において約 15 万 kW、家庭に

おいて約１万 kW となっている(京都府調べ)。 

 

（LNG供給施設） 

○ 液化天然ガス（LNG）は、環境面や発電効率面での優位性から、火力発電

における主要燃料とされ、東日本大震災後の原子力発電所の停止に伴う火力

発電所の稼働拡大によって輸入量が急増している。LNG の供給基地及び移送

するためのパイプラインは太平洋側に集中し、関西の日本海側は空白の状態

となっている。 

 

○ 関西地域における LNG 供給基地は、大阪湾に面した泉北・姫路地区に立

地し、パイプラインもこれらの基地から大口需要者が多い阪神エリアを中心

に敷設されている。 

 

○ 一方、府内の都市ガス（LNG が原料）の供給区域は、大阪ガス株式会社に

よる亀岡市以南(一部地域を除く。)への供給のほか、舞鶴市、福知山市の一

部で地域のガス事業者による供給が行われているなど一部地域に止まってい

る。こうした地域のガス事業者は、卸元の LNG 供給基地から陸送により LNG

を調達している。 

  

 

（５）再生可能エネルギーの導入状況及び導入可能量 

 

○ 京都府が 2011 年度に実施した「京都府再生可能エネルギー導入可能性調 

査」によると、2010 年度現在で京都府内において最も導入量が多い再生可能

エネルギー（kW ベース）は、小水力（出力３万 kW 未満）であり約 52,000Kw 

であった。次いで太陽光発電が約 51,600kW であり、その他（風力発電、バ 

イオマス発電）は合わせて約 6,700kW 程度である。 

 このうち、近年、設置規模の伸びが著しいのは太陽光発電設備であり、設 

置時における国や地方公共団体の助成制度や、1999 年 11 月から開始された 

余剰電力買取制度が普及を大きく後押ししてきた。 

 2012 年７月には、買い取り対象を風力発電や小水力発電などにも拡大し 

 

○ 関西電力以外の発電所としては、京都府の大野発電所（一般水力・出力 1.1

万 kW）、太鼓山風力発電所（出力 0.5 万 kW）のほか、ごみ発電、太陽光発

電・小水力発電による再生可能エネルギーなどの発電施設が立地している。 

 

○ また、発電と同時に生じる熱を自らの事業所内で有効利用し燃料利用効率

を高めるコジェネレーション施設の普及や燃料電池の設置が広がりつつあ

る。府内の普及状況は、●○年現在で、事業所において約 15 万 kW、家庭に

おいて約１万 kW となっている(京都府調べ)。 

 

（LNG供給施設） 

○ 液化天然ガス（LNG）は、環境面や発電効率面での優位性から、火力発電

における主要燃料の一つとされ、東日本大震災後の原子力発電所の停止に伴

う火力発電所の稼働拡大によって輸入量が急増している。LNG の供給基地及

び移送するためのパイプラインは太平洋側に集中し、関西の日本海側は空白

の状態となっている。これは、ＬＮＧの供給基地は一定規模のガス需要が見

込めないと立地は難しいことが要因の一つであると考えられる。 

 

 

 

 

○ 一方、府内の都市ガス（LNG が原料）の供給区域は、大阪ガス株式会社に

よる亀岡市以南(一部地域を除く。)への供給のほか、舞鶴市、福知山市の一

部で地域のガス事業者による供給が行われているなど一部地域に止まってい

る。こうした地域のガス事業者は、卸元の LNG 供給基地から陸送により LNG

を調達している。 

  

 

（５）再生可能エネルギーの導入状況及び導入可能量 

 

○ 京都府が 2011 年度に実施した「京都府再生可能エネルギー導入可能性調 

査」によると、2010 年度現在で京都府内において最も導入量が多い再生可能

エネルギー（kW ベース）は、小水力（出力３万 kW 未満）であり約 52,000kW

であった。次いで太陽光発電が約 51,600kW であり、その他（風力発電、バ

イオマス発電）は合わせて約 6,700kW 程度である。 

 このうち、近年、設置規模の伸びが著しいのは太陽光発電設備であり、設 

置時における国や地方公共団体の助成制度や、1999 年 11 月から開始された 

余剰電力買取制度が普及を大きく後押ししてきた。 

 2012 年７月には、買い取り対象を風力発電や小水力発電などにも拡大し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・火力発電の主要燃料は、ＬＮＧだけではな

いことから、「主要燃料の一つ」とされて

はいかがでしょうか。 

・ＬＮＧパイプラインが日本海側に空白とな

っている理由を記載されてはいかがでし

ょうか。 
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た、いわゆる「固定価格買取制度」が始まったことから、府内においても、 

さらなる再生可能エネルギー普及が期待されている。 

 

○ また、同調査において、再生可能エネルギーの導入可能量（※）を種別ご 

とに算定した結果、府域で最も導入可能量の大きい再生可能エネルギーは太 

陽光発電であり、次いで風力発電であることが示された。小水力発電など他 

の発電については、地域の地産地消型エネルギーとして多様な効果が期待さ 

れるものの、発電量としては大きな規模は見込めないことが分かった。 

※導入可能量は、再生可能エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因による設置可否を考慮し

たエネルギー資源量であり、種々の制約要因に関する仮定条件を設定した上で推計されるものとし

た。よって、経済的に見合わないものも含まれている。 

 

○ 導入可能量を発電電力量で見ると、約 30 億 kWh（既開発量を含む。）であ

り、そのうち太陽光発電による導入可能量が、19 億 kWh（うち住宅が 13 億

kWh）と全体の６割を超える割合となっている。 

 

表 京都府における再生可能エネルギー導入状況 

 種別 現行導入量 出典 

太陽光 
太陽熱 

[太陽光発電設備] 
住宅：約 13,800 件、約 48,300kW(2010) 

京都府推計 
(出力 3.5kW/件（※
１）として推計したも

の) 

[太陽光発電設備] 
公共施設：約 3,300kW(2010) 

京都府調べ 

[太陽熱利用機器]住宅：約 36,000 件(2010) 
平成 21年 

京都府統計書 

風力（陸上） 太鼓山風力発電所 4,500 kW 
平成 21年 

京都府統計書 

バイオマス 

[発電利用]５件、約 2,200kW 

（他に一廃焼却施設での発電など（※２）あり） 
京都府調べ 

[熱利用]温水ボイラー、吸収式冷温水器、ペレッ
トストーブなどの小規模利用 

－ 

廃食用油を使った BDF 精製：府内 50%の自治体が
回収 

京都府調べ 

小水力 
（３万 kW 未

満） 
3 万 kW 以下の既設発電所：約 52,000kW 

平成 21 年 
京都府統計書他（※

３） 

地熱 (事例なし) － 

温度差熱利用 
(下水処理水)  

京都府洛西浄化センター(冷暖房、給湯に利用) 京都府調べ 

※１：近畿経済産業局データ（～2010.12）と一般社団法人太陽光発電協会データ（2010.4～
2011.12） 
を用いて府内の１件当たり出力の平均値を京都府が試算 

※２：関西電力舞鶴火力発電所では、年間約６万トンの木質ペレット（輸入）を石炭と混焼して発電
に利用 

※３：「平成20年度中小水力開発促進指導事業基礎調査（未利用落差発電包蔵水力調査）」 

（2009年３月,財団法人新エネルギー財団） 

た、いわゆる「固定価格買取制度」が始まったことから、府内においても、 

さらなる再生可能エネルギー普及が期待されている。 

 

○ また、同調査において、再生可能エネルギーの導入可能量（※）を種別ご 

とに算定した結果、府域で最も導入可能量の大きい再生可能エネルギーは太 

陽光発電であり、次いで風力発電であることが示された。小水力発電など他 

の発電については、地域の地産地消型エネルギーとして多様な効果が期待さ 

れるものの、発電量としては大きな規模は見込めないことが分かった。 

※導入可能量は、再生可能エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因による設置可否を考慮し

たエネルギー資源量であり、種々の制約要因に関する仮定条件を設定した上で推計されるものとし

た。よって、経済的に見合わないものも含まれている。 

 

○ 導入可能量を発電電力量で見ると、約 30 億 kWh（既開発量を含む。）であ

り、そのうち太陽光発電による導入可能量が、19 億 kWh（うち住宅が 13 億

kWh）と全体の６割を超える割合となっている。 

 

表 京都府における再生可能エネルギー導入状況 

 種別 現行導入量 
発電電力
量実績 

出典 

太陽光 
太陽熱 

[太陽光発電設備] 
住宅：約 13,800 件、約 48,300kW(2010) 

 
京都府推計 

(出力 3.5kW/件（※１）
として推計したもの) 

[太陽光発電設備] 
公共施設：約 3,300kW(2010) 

 京都府調べ 

[太陽熱利用機器]住宅：約 36,000 件
(2010) 

 
平成 21年 

京都府統計書 

風力（陸上） 太鼓山風力発電所 4,500 kW  
平成 21年 

京都府統計書 

バイオマス 

[発電利用]５件、約 2,200kW 

（他に一廃焼却施設での発電など（※
２）あり） 

 京都府調べ 

[熱利用]温水ボイラー、吸収式冷温水
器、ペレットストーブなどの小規模利
用 

 － 

廃食用油を使った BDF 精製：府内 50%
の自治体が回収 

 京都府調べ 

小水力 
（３万 kW 未

満） 

3 万 kW 以下 の既 設発 電所 ：約
52,000kW 

 
平成 21 年 

京都府統計書他（※
３） 

地熱 (事例なし)  － 

温度差熱利用 
(下水処理水)  

京都府洛西浄化センター(冷暖房、給湯
に利用) 

 京都府調べ 

※１：近畿経済産業局データ（～2010.12）と一般社団法人太陽光発電協会データ（2010.4～
2011.12） 
を用いて府内の１件当たり出力の平均値を京都府が試算 

※２：関西電力舞鶴火力発電所では、年間約６万トンの木質ペレット（輸入）を石炭と混焼して発電

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状の正確な把握のため、発電電力量の実

績を記載してはいかがでしょうか。 
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表 再生可能エネルギー導入可能性調査の結果（総括表） 

エネルギーの種類 
導入可能規模

（kW） 
導入可能量（kWh） 

(参考)既導入規模
（kW） 

太陽光 1,800,000 

1,900,000,000  

(うち住宅 

1,300,000,000) 

住宅:約 48,300 

公共:約  3,300 

風力（陸上） 450,000 790,000,000     4,500 

バイオマス － 1,300ＴJ 発電利用:2,200 

小水力(3 万 kW 未満) 56,000 290,000,000 約 52,000 

地熱 僅尐 僅尐        0 

温度差熱利用 

(下水処理水)  

－ 

 
9,600ＴJ （一部施設で熱利用） 

          

 

 

 

（６）次世代エネルギー・社会システムに関する先進的取組 ＜要調整＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「けいはんなエコシティ「次世代エネルギー・社会システム」実証プロジ

ェクト」は、電気・ガスだけではなく、交通系・生活系も含めた街全体のエ

ネルギー消費を対象に、一体的なマネジメントを行う CEMS（※）プロジェ

クトである。京都府が推進協議会の会長となり、民間企業・団体の参画・支

援を得て進めている。 

に利用 

※３：「平成20年度中小水力開発促進指導事業基礎調査（未利用落差発電包蔵水力調査）」 

（2009年３月,財団法人新エネルギー財団） 
 

 

 

表 再生可能エネルギー導入可能性調査の結果（総括表） 

エネルギーの種類 
導入可能規模

（kW） 
導入可能量（kWh） 

(参考)既導入規模
（kW） 

太陽光 1,800,000 

1,900,000,000  

(うち住宅 

1,300,000,000) 

住宅:約 48,300 

公共:約  3,300 

風力（陸上） 450,000 790,000,000     4,500 

バイオマス － 1,300ＴJ 発電利用:2,200 

小水力(3 万 kW 未満) 56,000 290,000,000 約 52,000 

地熱 僅尐 僅尐        0 

温度差熱利用 

(下水処理水)  

－ 

 
9,600ＴJ （一部施設で熱利用） 

          

 

 

 

（６）次世代エネルギー・社会システムに関する先進的取組 ＜要調整＞ 

 

○ 太陽光や風力などの再生可能エネルギーは、エネルギーセキュリティや

CO2 の排出削減を目指す上で、重要なエネルギー源であり、今後、一層の導

入・普及と効率的な活用を目指す必要がある。  

電力の需要面でも、電気自動車など次世代自動車の普及や家庭内における

電化が進展しつつある。 

基盤となる電力系統の安全性を失うことなく、低炭素社会の実現とお客さ

まの利便性向上を目的に、情報通信技術、蓄電池技術などの新技術を用いて、

高効率、高品質、高信頼度の電力流通システムの実現を図る電力送配電網が

「スマートグリッド」である。また、エネルギーの有効利用という観点から

は、電力だけでなく、熱エネルギーや交通システムも含め、「スマートコミュ

ニティ」ともいうべき、人々のライフスタイル全体を視野に入れた社会シス

テムの在り方の可能性検討が求められている。 

   

○ 「けいはんなエコシティ「次世代エネルギー・社会システム」実証プロジ

ェクト」 

京都府では、府が推進協議会の会長となり、民間企業・団体の参画・支援 

 を得、「けいはんなエコシティ「次世代エネルギー・社会システム」実証プロ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「けいはんなエコシティ『次世代エネルギ

ー・社会システム』実証プロジェクトに言

及するに際して、現在の状況や背景を記載

してはいかがでしょうか。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：「京都府再生可能エネルギー導入可能性調査報告書」（2012 年７月；京都府文化環境部） 

  出典：「京都府再生可能エネルギー導入可能性調査報告書」（2012 年７月；京都府文化環境部） 

  出典：「京都府再生可能エネルギー導入可能性調査報告書」（2012 年７月；京都府文化環境部） 

  出典：「京都府再生可能エネルギー導入可能性調査報告書」（2012 年７月；京都府文化環境部） 
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   ※:Community Energy Management System（街全体のエネルギーマネジメント） 

 

○ 本プロジェクトは、生活の質を犠牲にすることなく省エネ・省 CO2の街づ

くりを進め、単位当たり CO2総排出量が日本一尐ない街を実際につくること

による「けいはんなモデル」の提案と、震災復興に向けた成果の活用を目的

としており、単位当たり CO2総排出量が日本一尐ない街を実現するために、

一人あたりの CO2排出量を 57％削減することを目標としている。 

この目標達成のためには、地域でのエネルギーマネジメントがカギとなる。

このため、家庭部門ではエネルギー使用量の見える化を図るために HEMS

（※１）を導入した大規模な実証実験を行うとともに、業務部門では BEMS

（※２）の導入、運輸部門では EV（電気自動車）充電管理システムを研究

する等、コミュニティ全体のエネルギーマネジメントを推進している。 

   ※１:Home Energy Management System（家庭でのエネルギーマネジメント） 

   ※２:Building Energy Management System（ビルでのエネルギーマネジメント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジェクト」を進めている。本プロジェクトは、電気・ガスだけではなく、交 

通系・生活系も含めた街全体のエネルギー消費を対象に、一体的なＣＯ2 排 

出のマネジメントを行い、単位当たりのＣＯ2 総排出量が日本一尐ない街を 

実際につくることで電力需要抑制及び負荷平準化の効果検証とビジネスモデ 

ル構築に関わる「けいはんなモデル」の提案と、震災復興に向けた成果の活 

用を目的としている。このため、一人あたりのＣＯ2 排出量、57％削減を目 

標としており、目標達成には変動の激しい再エネをどう使っていくかがカギ 

であり、家庭部門ではエネルギー使用量の見える化を図るために HEMS や大 

規模な料金誘導型のデマンドレスポンス実証を行っている。また、業務部門 

では BEMS を導入、運輸部門では EV 充電管理システムを実証する等、コミ 

ュニティ全体のエネルギーマネジメントを推進している。 

 

（参考）八戸における地産地消の実証試験 

青森県八戸市において実施された、再生可能エネルギーを特定の

地域に大量導入した場合の地産地消実証試験結果からも明らかな様

に、再生可能エネルギー導入時の効率性、経済性、電力品質はいず

れも導入前より劣っており、再生可能エネルギーの導入拡大にあた

っては、これらの課題を十分考慮する必要がある。 

  効率性：全体効率は低下 導入前 37% → 導入後 23% 

  ランニングコスト：約３倍 導入前 17円/kwh → 導入後 51円/kwh 

   品質：商用系統並みの周波数維持は困難。 

商用系統±0.1Hz以内に対し、八戸は±0.5Hz以内で制御 

 

○ けいはんなメガソーラーへの取組み 

けいはんな学研都市におけるエネルギー地産地消型の次世代都市モデル

の構築に向けた「けいなんなメガソーラー検討協議会」を開催し、メガソ

ーラー発電の導入について検討を行った結果、京都府と関西電力グループ

共同の取組みとして精華町に発電出力２ＭＷのメガソーラーを建設するこ

ととなった。 

本取り組みにおいて、京都府はメガソーラーを活用し、府民への再生可

能エネルギーに関する普及啓発事業を実施していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再エネ導入については、メリットだけに視

点が向きがちですが、先行して試験導入し

たものの、すべてが順調に進んでいるわけ

ではない自治体の実態を記載してはいか

がでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

・再エネ普及に向けた京都府による意識啓発

活動を追加してはいかがでしょうか。 
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（７）京都府のエネルギー施策の課題 

 

○ これまでみた京都府におけるエネルギー需給等の現状を踏まえると、今後、

京都府が、環境とエネルギーの両面から進めるべき「エコ・エネルギー戦略」

の課題は次のように考えられる。 

 

ア エネルギーの安全性の向上 

 私達がいま直面しているエネルギーをめぐる様々な問題は、東日本大震災

による原子力発電所事故に端を発したものである。多くの国民が原子力発電

の安全性に不安を抱き、原子力発電に依存しない社会づくりを望んでいる現

状を踏まえ、太陽光、風力、小水力など身近に存在する安全な再生可能エネ

ルギーを最大限に活用するとともに、それぞれのエネルギーの特性を踏まえ、

災害リスクや環境リスク等への対策を強化することにより、京都府の社会・

経済を支えるエネルギー構造自体をより安全性の高いものへと転換していく

ことが必要である。 

 

イ 将来にわたるエネルギーの安定供給の確保 

 社会にとって、電力の供給が途切れることは、たとえ計画的な停電であっ

ても、大きな不安要素である。いわゆる電気弱者と呼ばれる高齢者や乳幼児、

入院・在宅療養者等の健康・生命を脅かし、経営基盤の脆弱な中小企業等に

とってもまさに死活問題となる。さらに、電力不足への懸念は、企業の投資

意欲を減退させ、生産拠点の移転などにより地域経済を萎縮させることにも

つながる。 

府民生活や産業活動に欠くことのできないエネルギーを将来にわたって安

定的に供給していくため、再生可能エネルギーの普及拡大をはじめ、LNG を

活用したコジェネレーション施設の導入促進等によりエネルギーの多様化と

分散型電源の拡大を図ることなどにより、京都としてのエネルギーのベスト

ミックスを追求していくことが必要である。 

さらに、長期的な視点としては、我が国のエネルギー自給率の向上を図る

ことがエネルギーの安定供給の確保にとって重要である。京都府沖を含む日

本海沿岸には、メタンハイドレートをはじめとする天然ガス等のエネルギー

資源が相当量賦存している可能性があるといわれている（※）。現時点では、

国の海洋エネルギー資源開発は太平洋側に重点が置かれているが、日本海側

での開発が促進されることにより、我が国のエネルギーの安定供給に資する

ことが期待される。 

※2012 年 10 月 29 日北見工業大学と明治大学等のチームが発表（同年同月 30 日付け新聞各紙）など。 

 

ウ エネルギーの経済性の向上 
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・エネルギーの安定性について考えることが

必要ではないでしょうか。 

・多くの国民が原子力に依存社会づくりを望

んでいるかは、根拠がないため、削除して

はいかがでしょうか。 
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・メタンハイドレートについては、まずは採

掘技術の開発の見通しを待っても良いの

ではないでしょうか。 
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業活動に大きな影響を及ぼす要因である。原子力発電停止によるベース電源

の不足を補うための火力発電の発電量増加による燃料費の増大は発電コスト

を押し上げることとなり、最終的には、電気料金を通じて府民・事業者の負

担になる。 

そのような状況下では、エネルギーの安定供給と経済性はトレードオフの

関係にあることや、地方公共団体は電気料金等の決定について関与する法律

上の権限を持たないことなど厳しい制約はあるものの、京都府としては、エ

ネルギー供給事業者等に対して経営効率化・技術革新等によるエネルギーの

経済性の向上を働きかけるとともに、府民や企業の負担軽減という視点も踏

まえて、省エネ・節電の取組を促進していくことが必要である。 

 

 

エ エネルギー政策と地球温暖化対策の両立 

 京都は「京都議定書」誕生の地であり、これからも国内外の地球温暖化対

策における先導的役割を果たしていかなければならない。そのためには、エ

ネルギーの効率的利用や省エネの促進と、発電の際に CO2を排出しない再生

可能エネルギーの普及が大きな鍵を握っている。 

再生可能エネルギーが抱える低設備利用率、出力の不安定性や設備利用率、

経済性の向上などの課題を克服し飛躍的な普及につなげるとともに、省エネ

が府民生活や産業活動に無理なく浸透し社会全体のエネルギー効率の向上が

図られるよう、大学や産業界とも連携し、新たな技術革新やビジネスモデル

の創出、それらの普及を促す制度や仕組みを構築していくことが必要である。 

また、ベース電源を火力発電に大きく依存している現状の下で、地球温暖

化への影響を緩和するため、化石燃料の中でも CO2排出量が尐ない LNG へ

の転換や発電施設の高効率化を図るための取組を促進していくことが必要で

ある。 

 

オ 新たなエコ・エネルギー社会モデルの構築 

 東日本大震災後のエネルギーを巡る厳しい変化の波は、エネルギーの供給

側の構造やシステム転換を促すだけでなく需要側にとっても変革を促す要因

となる。 

京都府としても、進行しつつあるエネルギーを巡る変化の潮流やそれを支

える技術革新の動向などをしっかりと見据えて、住宅や工場、オフィス等に

おけるエネルギーマネージメントシステムの導入や地域におけるスマートコ

ミュニティの形成、再生可能エネルギーを活かした地域づくりなどの取組を

支援し促進していくことが必要である。 

また、エネルギーや環境に関連する様々な変化を糧として成長が予想され

る市場を先取りした新たな産業やビジネスモデルの育成、新技術の研究開発

等を、「京都産業育成コンソーシアム」や「京都産業エコ・エネルギー推進機
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構」などとの連携の下で進めていくことが必要である。  

 

２ 基本戦略と目標                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦略１：ＩＣＴ等の活用による新しい省エネ・節電型社会の構築 

○ 近年、照明、空調などの電気製品をはじめ、住宅・建物、生産設備、自

動車など様々な分野において、エコ化＝エネルギー高効率化が進むととも

に、エネルギーの使用量を ICT 等により制御するスマートグリッドや、市

場メカニズムによってエネルギー需給を調整するデマンドレスポンスなど

の新たな技術・手法の開発や実験的導入が急速に進展している。 

   京都府の産業構造はエネルギー大量消費型ではなく、中小企業等におい

ても省エネや節電の取組が精力的に進められている。それに加えて、けい

はんな学研都市におけるスマートシティの形成を目指した実証実験や産学

公によるエネルギーマネジメントシステムの研究開発が進むなど先進的な

知見が集積している。こうした優位性を活かして、省エネルギーを本戦略

の軸として位置づけ、家庭や事業所における最先端の省エネ機器・設備の

導入はもとより、HEMS、BEMS などのエネルギーマネージメントシステ

ムの活用などを積極的に進め、新しい省エネ・節電型の社会づくりを進め

る。 
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る。 

（目標削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・脱・原発依存ではなく持続可能な社会を創

ることが大事ではないでしょうか。 

 

 

 

 

・再生可能エネルギーの導入拡大にあたって

は、海外での政策（FIT）の失敗を踏まえ

た取組みを検討する必要があるのではな

いでしょうか。また、再生可能エネルギー

を大規模導入した結果、事業性や電力品質

が導入前よりも劣ったという国内の事例

もあることから、効率性、経済性、電力品

質を考慮すべきではないでしょうか。 

・供給力の確保においては、ＬＮＧ火力に限

らず、多様な電源の保有を視野に入れた基

本方針としてはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国のエネルギー政策も定まっていないた

め、目標設定にあたっては、別途検討する

こととしてはいかがでしょうか。 

 

原発に依存しない社会を目指すとともに、府民生活の安心・安全を守り、

経済活動を維持発展させていく上で不可欠なエネルギーの安定確保を図

るため、京都議定書誕生の地である京都の府民力・地域力・産業力を活か

して５つの戦略を推進する。 

 

戦略１：ＩＣＴ（情報通信技術）等の活用による新しい省エネ・節電社会

の構築 

戦略２：再生可能エネルギーの最大限の導入拡大 

戦略３：府民生活や産業活動を支えるエネルギーの安定供給の確保 

戦略４：地域の個性を活かしたスマートコミュニティの形成 

戦略５：京都エコ・エネルギー産業の育成と振興 

目標：２０３０年度に２０１０年度と比べて、年間の電力使用量を約 

１３％、２５億 kWh 以上（経済成長分を除く）削減する。 

持続可能な社会を目指すとともに、府民生活の安心・安全を守り、経済

活動を維持発展させていく上で不可欠なエネルギーの安定確保を図るた

め、京都議定書誕生の地である京都の府民力・地域力・産業力を活かして

５つの戦略を推進する。 

 

戦略１：ＩＣＴ（情報通信技術）等の活用による新しい省エネ・節電 

    社会の構築 

戦略２：経済性を踏まえた再生可能エネルギーの導入拡大 

戦略３：府民生活や産業活動を支えるエネルギーの安定供給の確保 

    （多様な電源の保有、分散型電源の推進） 

戦略４：地域の個性を活かしたスマートコミュニティの形成 

戦略５：京都エコ・エネルギー産業の育成と振興 
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戦略２：再生可能エネルギーの最大限の導入拡大 

○ 京都府再生可能エネルギー導入可能性調査（2012 年度調査）において、

京都府内における再生可能エネルギーの導入可能量を最大で 30 億 kWh と

推計している。今後の再生可能エネルギーに関する技術革新による効率性

や経済性の向上も踏まえて、最大限の導入を進める。 

なお、再生可能エネルギーの熱利用についても、バイオマス、地中熱な

どに関して、熱需要とのマッチングを図りつつ、積極的な導入を図る。 

 

 

 

 

 

戦略３：府民生活や産業活動を支えるエネルギーの安定供給の確保  

○ 産業、業務分野における天然ガスコジェネレーション施設や家庭分野に

おける燃料電池の普及促進を図るとともに、府内における LNG 発電所等

の立地可能性を検討することとし、これらにより省エネルギーや再生可能

エネルギーで賄えない供給力を確保する。 

また、長期的に我が国のエネルギー自給率の向上を図る観点から、海洋

エネルギー資源の開発を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

戦略４：各地域の個性を活かしたスマートコミュニティの形成  

○ 戦略１～３の推進に当たっては、市町村をはじめ地域団体・NPO 等と連

携して、各地域の自然条件をはじめ、都市・農村ごとの住宅や集落の形態、

そこで生まれる生活様式、地域産業の状況などそれぞれの地域の特性を踏

まえた取組が重要となる。 

先駆的なプロジェクトが進む「けいはんなエコシティ」をはじめ、既成

都市地域や農村地域など京都府内の様々な地域で、地域の個性に適した独

自のエネルギー需給体制を構築し、それが地域活性化や災害時の対策など

にも機能を発揮する多様性を持ったスマートコミュニティの形成を進め

る。 

戦略５：京都エコ・エネルギー産業の育成と振興 

○ 今日の環境とエネルギーの分野の急速な変化は、多様なビジネスチャン

スや新たな市場を生み出しつつあり、今後の成長分野として大きな可能性

戦略２：経済性を踏まえた再生可能エネルギーの導入拡大 

○ 京都府再生可能エネルギー導入可能性調査（2012 年度調査）において、

京都府内における再生可能エネルギーの導入可能量を最大で 30 億 kWh と

推計している。今後の再生可能エネルギーに関する技術革新による効率性

や経済性の向上も踏まえて、最大限の導入を進める。 

なお、再生可能エネルギーの熱利用についても、バイオマス、地中熱な

どに関して、熱需要とのマッチングを図りつつ、積極的な導入を図る。 

 

（目標削除） 

 

 

 

戦略３：府民生活や産業活動を支える多様なエネルギーの安定供給の確保 

    （多様な電源の保有、分散型電源の推進）        

○ 産業、業務分野における天然ガスコジェネレーション施設や家庭分野に

おける燃料電池の普及促進を図るとともに、府内における LNG、石炭発電

所等の立地可能性を検討することとし、これらにより省エネルギーや再生

可能エネルギーで賄えない供給力を確保する。 

また、長期的に我が国のエネルギー自給率の向上を図る観点から、海洋

エネルギー資源の開発を促進する。 

 

（目標削除） 

 

 

 

 

戦略４：各地域の個性を活かしたスマートコミュニティの形成  

○ 戦略１～３の推進に当たっては、市町村をはじめ地域団体・NPO 等と連

携して、各地域の自然条件をはじめ、都市・農村ごとの住宅や集落の形態、

そこで生まれる生活様式、地域産業の状況などそれぞれの地域の特性を踏

まえた取組が重要となる。 

先駆的なプロジェクトが進む「けいはんなエコシティ」をはじめ、既成

都市地域や農村地域など京都府内の様々な地域で、地域の個性に適した独

自のエネルギー需給体制を構築し、それが地域活性化や災害時の対策など

にも機能を発揮する多様性を持ったスマートコミュニティの形成を進め

る。 

戦略５：京都エコ・エネルギー産業の育成と振興 

○ 今日の環境とエネルギーの分野の急速な変化は、多様なビジネスチャン

スや新たな市場を生み出しつつあり、今後の成長分野として大きな可能性

・経済性を踏まえた基本方針としてはいかが

でしょうか。 

 

 

 

 

 

 

・国のエネルギー政策も定まっていないた

め、目標設定にあたっては、別途検討する

こととしてはいかがでしょうか。 

 

・供給力の確保においては、ＬＮＧ火力に限

らず、多様な電源の保有を視野に入れた基

本方針としてはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

・国のエネルギー政策も定まっていないた

め、目標設定にあたっては、別途検討する

こととしてはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標：２０３０年の再生可能エネルギーによる年間発電量を合計３０

億 kWh以上とする。 

目標：２０３０年における天然ガスコジェネレーション施設、燃料

電池による年間発電量を１８億 kWhとする。また、ＬＮＧ発

電所・広域パイプライン等のエネルギー安定供給基盤の府内

立地を目指す。 
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を秘めている。こうした変化を機敏に捉え、これからの京都産業の発展を

牽引するエコ・エネルギー産業の育成と振興に取り組む。 

＜参考＞ 

三つの戦略の遂行により、京都府内の電源構成は次のようになると考えら

れる。 

 

発電施設の規模
(単位：万ｋW)

２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 備考

原子力 0 0 0

再生可能エネルギー 4 4 4 中小水力発電所

大規模水力発電 12 12 12

揚水発電 47 47 47

化石燃料 180 180 180

石炭 180 180 180

LNG 0 0 0

石油 0 0 0

243 243 243 関西電力分は固定

15 15 15
「火力」は、ガスコジェネ以外の自家
発電施設とした。

16 24 36

天然ガスコ
ジェネ

16 21 26

燃料電池 0 3 10

11 41 232

太陽光 5 35 180 2020年太陽光10万件(35万kW)

風力 0 0 45 2010年度の施設規模は0.45万kW

小水力 1 1 2
３万ｋW未満分（関西電力分を除
く。）

ごみ発電 5 5 5

42 80 283

285 323 526

小　計

小　計

再生可能エネルギー

参考表　京都府内の発電施設の規模

合　計

火力

天然ガスコジェネ＋燃料電池

関
西
電
力

分
散
型
電
源

 

注）・関西電力の発電施設規模は固定している。 

   ・府が立地を目指している LNG発電所等については、ここでは加味していない。 

 

 

この場合、最大発電電力量としては、次の表のようになると考えられる。 

省エネを加味すると、2030 年時点では最大発電電力量が必要電力量を上回

る。 

を秘めている。こうした変化を機敏に捉え、これからの京都産業の発展を

牽引するエコ・エネルギー産業の育成と振興に取り組む。 

＜参考＞ 

（下線部削除） 

 

 

 

（参考表削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電力需給は単一の府県エリアのみで論じる

ものではなく、広域で考えるものであり、

2030 年の発電量や販売電力量を数値化す

るのは困難であることから、参考表は削除

してはいかがでしょうか。 

・分散型電源の数値目標には、経済性が低い

ものも含まれているのではないでしょう

か。 
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２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 備考

原子力 0 0 0

再生可能エネルギー 2 2 2 中小水力発電所（３万kW未満）

大規模水力発電 7 7 7 ３万ｋW以上の発電所

揚水発電 － － － (発電量(kWh)としては考慮せず)

化石燃料 126 126 126

石炭 126 126 126

LNG 0 0 0

石油 0 0 0

135 135 135 関西電力分は固定

8 8 8
天然ガスコジェネ以外の自家発電
施設を想定

8 12 18

天然ガスコ
ジェネ

8 11 14

燃料電池 0 1 4

1 5 28

太陽光 1 4 19
2020年に太陽光10万件相当の目
標有り(35万kW)

風力 0 0 8

中小水力 1 1 1
関西電力の中小水力と合わせて３
億kWh

ごみ発電 0 0 0

17 24 54

152 159 188

節電・省エネ率設定値 － 8 13 国の設定は５、１０

(2010年度比％）

総電力使用量 192 177 167

不足量 40 18 ▲ 22

充足率（％） 79 90 113

温室効果ガス排出量 （kg-CO2/kWh） 0.8736 0.8496 0.7867

発電コスト （円/kWh） 16.43 17.84 17.66

(参考) 火力発電、ごみ発電なら約１４，０００ｋWの施設に相当(設備利用率80％と仮定）
　　　１億ｋWhとは、 水力発電、コジェネなら約１９，０００ｋWの施設に相当(設備利用率60％と仮定)

燃料電池なら約２３，０００ｋWの施設(約33，000台)に相当(設備利用率50％と仮定）
風力発電なら約５７，０００ｋWの施設に相当(設備利用率20％と仮定)
太陽光発電なら約９５，０００ｋWの施設に相当(設備利用率12％と仮定）

最大発電量
(単位：億ｋWh)

関
西
電
力

火力

小　計

小　計

参考表　京都府内の発電能力

合　計

分
散
型
電
源

天然ガスコジェネ＋燃料電池

再生可能エネルギー

 

 

 

（参考表削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電力需給は単一の府県エリアのみで論じる

ものではなく、広域で考えるものであり、

2030 年の発電量や販売電力量を数値化す

るのは困難であることから、参考表は削除

してはいかがでしょうか。 

特に、関西電力の最大発電量や、府内に

限った温室効果ガス排出量の記載に、違和

感が感じられます。 

・分散型電源の数値目標には、経済性の低い

ものも含まれているのではないでしょう

か。 
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３ 基本方針に基づく施策の方向                

（１）新しい省エネ・節電型社会の構築に向けて 

 ア 施策の方向 

  ○ 新しい省エネ・節電型社会の構築に向けて、府民の省エネ行動やライ

フスタイルの転換、事業者の生産システムの省エネ化などの取組が進む

よう、社会全体の意識改革を促すとともに、産学官が連携して、ICT（情

報通信技術）を活用したエネルギーマネジメントシステムの普及を推進

する。 

  ○ その先導的取組として、けいはんなエコシティにおける「次世代エネ

ルギー･社会システム実証プロジェクト」を推進し、HEMS(ホーム・エ

ネルギー・マネジメント・システム)、BEMS(ビルディング・エネルギ

ー・マネジメント・システム)、CEMS(コミュニティ・エネルギー・マ

ネジメント・システム)等の府域への普及につなげていく。 

  ○ また、エコ･エネルギー分野が京都のリーディング産業となって産業活

性化につながるよう、中小企業等が行う省エネに係る研究・技術開発な

どを支援するほか、民間活力の積極的な活用を図る。 

 

イ 推進施策 

●ライフスタイルの転換、生産システムの省エネ化の促進 

 ・府民等に対する節電、省エネに関する啓発を進める。 

・家庭における省エネ型家電等の普及を促進するため、関西広域連合と連

携して関西スタイルのエコポイント事業を拡充し、利用を促進する。 

 ・経営基盤が脆弱な中小企業において、省エネ設備への更新が進むよう

省エネ見える化無料相談を実施するとともに、中小企業融資制度の充

実を図る。 

 ・一定以上のエネルギーを使用する事業者に対し、エネルギー効率の改

善を促進する取組を進める。 

 ・冷暖房によるエネルギー需要を削減するため、省エネや断熱性能に優

れた建築物の普及を促すとともに、融資制度の充実を図る。 

  

●スマートソサエティの構築 

・けいはんな学研都市において、ICT を活用した次世代エネルギー・社

会システムの実証事業を行う。 

 HEMS や BEMS、電気自動車の管理システムを統合したエネルギ

ーの一元管理システム（CEMS）によるデマンドレスポンスの実施、

検証 

 「まちメガ発電推進事業」に参加する家庭が、住宅に HEMS 機器

と太陽光発電機器を合わせて導入する場合に補助 

３ 基本方針に基づく施策の方向                

（１）新しい省エネ・節電型社会の構築に向けて 

 ア 施策の方向 

  ○ 新しい省エネ・節電型社会の構築に向けて、府民の省エネ行動やライ

フスタイルの転換、事業者の生産システムの省エネ化などの取組が進む

よう、社会全体の意識改革を促すとともに、産学官が連携して、ICT（情

報通信技術）を活用したエネルギーマネジメントシステムの普及を推進

する。 

  ○ その先導的取組として、けいはんなエコシティにおける「次世代エネ

ルギー･社会システム実証プロジェクト」を推進し、HEMS(ホーム・エ

ネルギー・マネジメント・システム)、BEMS(ビルディング・エネルギ

ー・マネジメント・システム)、CEMS(コミュニティ・エネルギー・マ

ネジメント・システム)等の府域への普及につなげていく。 

  ○ また、エコ･エネルギー分野が京都のリーディング産業となって産業活

性化につながるよう、中小企業等が行う省エネに係る研究・技術開発な

どを支援するほか、民間活力の積極的な活用を図る。 

 

イ 推進施策 

●ライフスタイルの転換、生産システムの省エネ化の促進 

 ・府民等に対する節電、省エネに関する啓発を進める。 

・家庭における省エネ型家電等の普及を促進するため、関西広域連合と連

携して関西スタイルのエコポイント事業を拡充し、利用を促進する。 

 ・経営基盤が脆弱な中小企業において、省エネ設備への更新が進むよう

省エネ見える化無料相談を実施するとともに、中小企業融資制度の充

実を図る。 

 ・一定以上のエネルギーを使用する事業者に対し、エネルギー効率の改

善を促進する取組を進める。 

 ・冷暖房によるエネルギー需要を削減するため、省エネや断熱性能に優

れた建築物の普及を促すとともに、融資制度の充実を図る。 

  

●スマートソサエティの構築 

・けいはんな学研都市において、ICT を活用した次世代エネルギー・社

会システムの実証事業を行う。 

 HEMS や BEMS、電気自動車の管理システムを統合したエネルギ

ーの一元管理システム（CEMS）によるデマンドレスポンスの実施、

検証 

 「まちメガ発電推進事業」に参加する家庭が、住宅に HEMS 機器

と太陽光発電機器を合わせて導入する場合に補助 
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

・府内での CEMS の普及やデマンドレスポンスの実現に向け、HEMS や

BEMS 等のエネルギーマネジメントシステムの導入拡大を図る。 

 京都の伝統産業から先端産業までの知恵と技術を結集させたエコ

住宅（京エコハウス）の実証・普及事業を推進 

 家庭や中小企業等によるHEMSやBEMSの導入に対し助成や低利

融資を実施 

 府内での新規都市開発において CEMS の導入を促進 

 

ウ 留意事項 

スマートグリッドの導入など、新たな取組を進めるに当たっては、現行

規制の緩和など環境整備が必要であることから、国に対して電力システム

改革の推進を要請していく。 

また、省エネに係る技術開発や市場開拓が新たなビジネスチャンスやビ

ジネスモデルを生み出し、京都産業の活性化につながるよう、京都産業育

成コンソーシアムや京都産業エコ・エネルギー推進機構と連携し、オール

京都体制で支援していく。 

 

 

（２）再生可能エネルギーの導入拡大に向けて 

 ア 施策の方向 

  ○ 再生可能エネルギーのうち、太陽光発電に重点を置いて導入促進を図

る。特に、大規模太陽光発電施設（メガソーラー）に適した広大な未利

用地が尐ない京都府の特性を踏まえ、住宅用太陽光発電設備及び中小規

模の遊休地等を活用した太陽光発電所（プチ・ソーラー）普及の飛躍的

拡大を促進する。 

  ○ 太陽光発電の普及にあたっては、固定価格買取制度の活用や、ノウハ

ウを持つ民間事業者等との連携を図る。 

   

○ バイオマス発電や小水力発電については、NPO や地域住民等が行う地

域の自然エネルギーを活用した地産地消の取組を支援する。 

    さらに、府域での導入効果が期待できる地中熱利用の普及に取り組む。 

○ 発電が不安定な再生可能エネルギーを補完するため、蓄電池やコジェ

ネレーション施設、燃料電池と組み合わせた普及を促進する。 

○ また、エコ･エネルギー分野が京都のリーディング産業となり産業活性

化につながるよう、中小企業等が行う再生可能エネルギーに係る研究・

技術開発などを支援するほか、民間活力の積極的な活用を図る。 

 

 

 

・府内での CEMS の普及やデマンドレスポンスの実現に向け、HEMS や

BEMS 等のエネルギーマネジメントシステムの導入拡大を図る。 

 京都の伝統産業から先端産業までの知恵と技術を結集させたエコ

住宅（京エコハウス）の実証・普及事業を推進 

 家庭や中小企業等によるHEMSやBEMSの導入に対し助成や低利

融資を実施 

 府内での新規都市開発において CEMS の導入を促進 

 

ウ 留意事項 

 （下線部削除） 

 

 

省エネに係る技術開発や市場開拓が新たなビジネスチャンスやビジネ

スモデルを生み出し、京都産業の活性化につながるよう、京都産業育成コ

ンソーシアムや京都産業エコ・エネルギー推進機構と連携し、オール京都

体制で支援していく。 

 

 

（２）再生可能エネルギーの導入拡大に向けて 

 ア 施策の方向 

  ○ 再生可能エネルギーのうち、太陽光発電に重点を置いて導入促進を図

る。特に、大規模太陽光発電施設（メガソーラー）に適した広大な未利

用地が尐ない京都府の特性を踏まえ、住宅用太陽光発電設備及び中小規

模の遊休地等を活用した太陽光発電所（プチ・ソーラー）普及の飛躍的

拡大を促進する。 

  ○ 太陽光発電の普及にあたっては、固定価格買取制度の活用や、ノウハ

ウを持つ民間事業者等との連携を図る。 

    また、けいはんなメガソーラーを活用した普及啓発事業を実施する。 

 ○ バイオマス発電や小水力発電については、NPO や地域住民等が行う地

域の自然エネルギーを活用した地産地消の取組を支援する。 

    さらに、府域での導入効果が期待できる地中熱利用の普及に取り組む。 

○ 発電が不安定な再生可能エネルギーを補完するため、蓄電池やコジェ

ネレーション施設、燃料電池と組み合わせた普及を促進する。 

○ また、エコ･エネルギー分野が京都のリーディング産業となり産業活性

化につながるよう、中小企業等が行う再生可能エネルギーに係る研究・

技術開発などを支援するほか、民間活力の積極的な活用を図る。 

  ○ さらに民間事業者の参入を促進するため、発電事業に関する税制面そ

の他の優遇措置の実施、発電所建設時の環境アセスメントにおける国の

審査期間短縮への協力を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電力システム改革は国レベルで議論される

ものであることから、戦略への記載はそぐ

わないのではないでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実施が決定している事業を記載してはいか

がでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

・民間事業者による供給力促進を図ることが

できる施策を考えられてはいかがでしょ

うか。 
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 イ 推進施策 

●住宅用太陽光発電等の普及拡大 

・太陽光発電設備に関して、発電量シミュレーションなど正確でわかり

やすい情報を提供し相談に応じるシステムを民間事業者と連携して整

備し、利用を促進する。 

・太陽光発電設備の導入に当たっては、初期投資負担の軽減のため、低

利融資やエコポイント付与などにより支援を行う。 

 住宅への太陽光発電設備等の設置に対し、低利(金利：0.5％) で融

資するスマート・エコハウス促進融資事業を実施 

 中小企業等の太陽光発電設備の導入に対し、低利融資により支援 

 関西スタイルのエコポイント事業において、民間事業者の協力を得

て、住宅用太陽光発電システム購入者にエコポイントを付与 

 

●プチ･ソーラー（中小規模太陽光発電）の普及拡大 

・遊休地等を活用した中小規模（50kW 未満）の太陽光発電事業の普及

を促進する。 

 太陽光発電事業を行う土地所有者に対して、民間事業者と連携して

ノウハウ等の支援や初期投資の負担軽減を図る。 

 公共施設の屋根貸しや府直営による府有施設屋根を活用した太陽

光発電事業を推進 

 

●小水力発電の普及促進 

・市町村や NPO 等と連携し、小水力を活用した地域のエネルギー地産地

消の取組について支援を行う。 

 

●バイオマス資源の利活用の拡大促進 

   ・「京都府バイオマス活用推進計画」に基づき、マテリアル利用と併せて

エネルギー利用の拡大を促進する。 

 林地残材などの未利用バイオマスの利用を拡大 

 廃棄物焼却施設でのエネルギー利用の高効率化、下水汚泥のエネル

ギー利用、木質バイオマスボイラーなどの導入拡大 

 

 

 

 

 

 

 

  

イ 推進施策 

●住宅用太陽光発電等の普及拡大 

・太陽光発電設備に関して、発電量シミュレーションなど正確でわかり

やすい情報を提供し相談に応じるシステムを民間事業者と連携して整

備し、利用を促進する。 

・太陽光発電設備の導入に当たっては、初期投資負担の軽減のため、低

利融資やエコポイント付与などにより支援を行う。 

 住宅への太陽光発電設備等の設置に対し、低利(金利：0.5％) で融

資するスマート・エコハウス促進融資事業を実施 

 中小企業等の太陽光発電設備の導入に対し、低利融資により支援 

 関西スタイルのエコポイント事業において、民間事業者の協力を得

て、住宅用太陽光発電システム購入者にエコポイントを付与 

 

●プチ･ソーラー（中小規模太陽光発電）の普及拡大 

・遊休地等を活用した中小規模（50kW 未満）の太陽光発電事業の普及

を促進する。 

 太陽光発電事業を行う土地所有者に対して、民間事業者と連携して

ノウハウ等の支援や初期投資の負担軽減を図る。 

 公共施設の屋根貸しや府直営による府有施設屋根を活用した太陽

光発電事業を推進 

 

●小水力発電の普及促進 

・市町村や NPO 等と連携し、小水力を活用した地域のエネルギー地産地

消の取組について支援を行う。 

 

●バイオマス資源の利活用の拡大促進 

   ・「京都府バイオマス活用推進計画」に基づき、マテリアル利用と併せて

エネルギー利用の拡大を促進する。 

 林地残材などの未利用バイオマスの利用を拡大 

 廃棄物焼却施設でのエネルギー利用の高効率化、下水汚泥のエネル

ギー利用、木質バイオマスボイラーなどの導入拡大 

 

  ●けいはんなメガソーラーを活用した普及啓発事業実施 

   ・太陽光発電の普及を図るためけいはんなメガソーラーを活用した啓発

事業を実施する。 

 

  ●発電事業に関する税制面その他の優遇措置の実施 

   ・再生可能エネルギーの普及を促進するため、税制面その他の優遇措置

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実施が決定している事業を記載してはいか

がでしょうか。 

 

 

・民間事業者による供給力促進を図ることが

できる施策を考えられてはいかがでしょ
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ウ 留意事項 

再生可能エネルギー導入に対する民間投資の意欲を持続させるため、国

に対して、固定価格買取制度の優遇期間の延長や買取価格水準の維持を求

めるとともに、農地転用等の手続きの簡略化など規制緩和の早期実施を求

めていく。 

また、再生可能エネルギーの普及拡大に当たっては、系統接続のための

送電線網の増設が課題となっているほか、発電の不安定さを補完するバッ

クアップ電源の確保が必要とされており、国及び電力会社に対応を求めて

いく。 

さらに、固定価格買取制度の買取価格を高水準で維持し続けることや、

再生可能エネルギーによる買取電力量が増加することは、電力会社のコス

トを押し上げ、結果的には府民や事業者の負担が増大することにも留意し

なければならない。 

なお、再生可能エネルギー施設の立地や運用にあたっては、生活環境や

自然環境への十分な配慮を行うことが必要である。 

 

 

（３）エネルギーの安定供給の確保に向けて  

ア 施策の方向 

○ エネルギーの安定供給を確保するためには、省エネや再生可能エネル

ギーの導入拡大を進めるとともに、電力需要の平準化により限られたエ

ネルギーを賢く使うことや、省エネや再生可能エネルギーだけでは充足

できない電力需要への対応が必要となる。こうした課題に対応するため、

コジェネレーション施設、中でも環境負荷の小さい天然ガスコジェネレ

ーション施設等の導入拡大や火力発電所の立地検討を進める。 

 

○ 火力発電所の立地については、発電時のCO2排出量が最も尐ないLNG

火力発電所について重点的に検討するとともに、LNG 火力発電と並んで

国が力を入れている高効率石炭火力発電所についても検討する。また、

LNG 火力発電所の立地等に必要となる LNG 受入基地、天然ガスパイプ

ライン等のインフラ整備の促進策についても検討する。 

 

 

 

を実施する。 

  ●発電所建設時の環境アセスメントにおける国の審査期間短縮への協力 

   ・再生可能エネルギー施設の立地を促進するため、環境アセスメントの

短縮に向けた国への取組みに協力する。 

 

ウ 留意事項 

再生可能エネルギー導入に対する民間投資の意欲を持続させるため、国

に対して、固定価格買取制度の優遇期間の延長や買取価格水準の維持を求

めるとともに、農地転用等の手続きの簡略化など規制緩和の早期実施を求

めていく。 

また、再生可能エネルギーの普及拡大に当たっては、系統接続のための

送電線網の増設が課題となっているほか、発電の不安定さを補完するバッ

クアップ電源の確保が必要とされており、今後、対応を考えていく必要が

ある。 

さらに、固定価格買取制度の買取価格を高水準で維持し続けることや、

再生可能エネルギーによる買取電力量が増加することは、電力会社のコス

トを押し上げ、結果的には府民や事業者の負担が増大することにも留意し

なければならない。 

なお、再生可能エネルギー施設の立地や運用にあたっては、生活環境や

自然環境への十分な配慮を行うことが必要である。 

 

 

（３）エネルギーの安定供給の確保に向けて  

ア 施策の方向 

○ エネルギーの安定供給を確保するためには、省エネや再生可能エネル

ギーの導入拡大を進めるとともに、電力需要の平準化により限られたエ

ネルギーを賢く使うことや、省エネや再生可能エネルギーだけでは充足

できない電力需要への対応が必要となる。こうした課題に対応するため、

熱の有効利用とあわせたコジェネレーション施設、中でも環境負荷の小

さい天然ガスコジェネレーション施設等の導入拡大や火力発電所の立地

検討を進める。 

○ 火力発電については、供給安定性や環境適合性、経済性を踏まえると、

燃料構成のバランスの良い組み合わせが必要である。火力発電所の立地

については、発電時の CO2排出量が最も尐ない LNG 火力発電所につい

て重点的に検討するとともに、ＬＮＧ火力発電と並んで国が力を入れて

いる高効率石炭火力発電所についても検討する。 

なお、京都の電力の大半を供給する関西電力が保有する火力発電所は、

ＬＮＧ火力や石油火力が多くなっている。 

また、LNG 火力発電所の立地等に必要となる LNG 受入基地の整備の

うか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再生可能エネルギーの普及状況を見ながら

対応を考えてはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コジェネは、熱需要のあるところに設置す

るのが効果的ではないでしょうか。 

 

・エネルギーの安定供給を確保するために

は、電源の多様化が重要であり、燃料特性、

供給安定性、環境負荷、コスト等を総合的

に勘案したうえで、最適な電源構成とする

必要があるのではないでしょうか。 

・ＬＮＧパイプラインの整備は、国民負担が

大きく、現状では日本海側でのＬＮＧ需要

もないことから、費用対効果を考慮すれ
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○ さらに、長期的な視点から、京都府沖をはじめとする日本海における

メタンハイドレート等の海洋エネルギー資源の開発を促進し、我が国の

エネルギー自給率の向上に貢献するとともに、府北部地域の産業活性化

や地域振興につなげる。 

 

イ 推進施策 

  ●天然ガスコジェネレーション施設等の導入促進 

   ・総合的なエネルギー効率が高く、熱の面的利用に適している天然ガス

コジェネレーション施設の導入に対して支援する。 

 ・都市ガスや LP ガスを改質して水素を取り出し、空気中の酸素との化

学反応により発電すると同時に熱供給も行える燃料電池の導入に対し

て支援する。 

   ・ピークカット、ピークシフト等による電力需要の平準化に資するとと

もに、停電時のバックアップ対策としても活用できる蓄電池の設置に

対して支援する。 

 

  ●LNG火力発電所等の立地促進 

   ・LNG 火力発電所の立地について基礎調査を実施するとともに、その結

果に基づき、民間事業者に LNG 火力発電所の立地を働きかける。 

・IGCC（石炭ガス化複合発電）等の高効率石炭火力発電所について研究

する。 

 

 

 

 

 

 

  ●天然ガス供給基盤の整備促進 

   ・天然ガスコジェネレーション施設の普及や LNG 火力発電所の立地促

進を図るため、LNG 受入基地、天然ガスパイプライン等の天然ガス供

給基盤の整備を促進するための方策を検討する。 

 

  ●メタンハイドレート等海洋エネルギー資源の開発促進 

   ・「海洋エネルギー資源開発促進日本海連合」を中心に、国等に対し、日

本海における本格的な資源調査の実施、メタンハイドレートの採掘技

術の研究・開発の促進等を働きかける。 

ウ 留意事項 

促進策についても検討する。 

 

（下線部削除） 

 

 

 

 

イ 推進施策 

  ●天然ガスコジェネレーション施設等の導入促進 

   ・総合的なエネルギー効率が高く、熱の面的利用に適している天然ガス

コジェネレーション施設の導入に対して支援する。 

 ・都市ガスや LP ガスを改質して水素を取り出し、空気中の酸素との化

学反応により発電すると同時に熱供給も行える燃料電池の導入に対し

て支援する。 

   ・ピークカット、ピークシフト等による電力需要の平準化に資するとと

もに、停電時のバックアップ対策としても活用できる蓄電池の設置に

対して支援する。 

 

  ●LNG、石炭火力発電所等の立地促進 

   ・将来に向けた LNG、石炭火力発電所の立地について基礎調査を実施す

るとともに、その結果に基づき、民間事業者に立地を働きかける。 

・IGCC（石炭ガス化複合発電）等の高効率石炭火力発電所について研究

する。 

  ●発電事業に関する税制面その他の優遇措置の実施 

   ・火力発電所の立地を促進するため、税制面その他の優遇措置を実施す

る。 

  ●発電所建設時の環境アセスメントにおける国の審査期間短縮への協力 

   ・火力発電所の立地を促進するため、環境アセスメントの短縮に向けた 

国への取組みに協力する。 

●天然ガス供給基盤の整備促進 

・天然ガスコジェネレーション施設の普及や LNG 火力発電所の立地促

進を図るため、LNG 受入基地の整備を促進するための方策を検討す

る。 

 

（下線部削除） 

 

 

 

ウ 留意事項 

ば、難しいのではないでしょうか。 

 

・メタンハイドレートについては、まずは採

掘技術の開発の見通しを待ってから、戦略

に加えても良いのではないでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・将来の安定供給のためには、石炭も含め幅

広く検討されてはいかがでしょうか。 

 

 

・民間事業者による供給力促進を図ることが

できる施策を考えられてはいかがでしょ

うか。 

 

 

 

 

・ＬＮＧパイプラインの整備は、国民負担が

大きく、現状では日本海側でのＬＮＧ需要

もないことから、費用対効果を考慮すれ

ば、難しいのではないでしょうか。 

・メタンハイドレートについては、まずは採

掘技術の開発の見通しを待ってから、戦略

に加えても良いのではないでしょうか。 
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

コジェネレーション施設や燃料電池の導入拡大を進めるため、電力系統

利用制度の柔軟化、卸取引市場の活性化によるコジェネレーション電力の

流動性拡大等の電力システム改革を国に求めていく。 

また、これまで LNG 受入基地や天然ガスパイプラインの整備は民間が

行ってきたため、これらのインフラは事業採算性の確保できる太平洋側に

集中してしまっているのが実状である。大災害の発生時等におけるエネル

ギーインフラのリダンダンシー（冗長性）の確保や、国土強靱化対策とし

ての日本海国土軸の形成の視点も踏まえ、日本海側の天然ガスインフラの

整備に関し、国の主体的な取組を求めていく。 

メタンハイドレート等海洋エネルギー資源の開発に関しては、国に資源

調査や採掘技術の研究・開発の促進を求めるだけでなく、海洋エネルギー

資源の開発が地域経済の活性化に結びつく仕組みの形成等に向け、地域が

積極的に関わっていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）多様なスマートコミュニティの形成に向けて  

ア 施策の方向（再掲） 

○ 新しい省エネ・節電型社会の構築に向けて、府民の省エネ行動やライ

フスタイルの転換、事業者の生産システムの省エネ化などの取組が進む

よう、社会全体の意識改革を促すとともに、産学官が連携して、ICT（情

報通信技術）を活用したエネルギーマネジメントシステムの普及を推進

する。 

  ○ その先導的取組として、けいはんなエコシティにおける「次世代エネ

ルギー･社会システム実証プロジェクト」を推進し、HEMS(ホーム・エ

ネルギー・マネジメント・システム)、BEMS(ビルディング・エネルギ

ー・マネジメント・システム)、CEMS(コミュニティ・エネルギー・マ

ネジメント・システム)の府域への普及につなげていく。 

 

イ 推進施策(再掲) 

●スマートソサエティの構築 

・けいはんな学研都市において、ICT を活用した次世代エネルギー・社

会システムの実証事業を行う。 

 HEMS や BEMS、電気自動車の管理システムを統合したエネルギ

（下線部削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

LNG 受入基地の整備は、立地条件と一定規模の需要が見込めなければ、

事業性が低いことに留意する必要がある。 

   税制面その他の優遇措置については、実際に運用している自治体へ働き

かける必要がある。 

   環境アセスメントについては、国の審査機関への手続きの迅速化を働き

かける必要がある。 

 

 

（４）多様なスマートコミュニティの形成に向けて  

ア 施策の方向（再掲） 

○ 新しい省エネ・節電型社会の構築に向けて、府民の省エネ行動やライ

フスタイルの転換、事業者の生産システムの省エネ化などの取組が進む

よう、社会全体の意識改革を促すとともに、産学官が連携して、ICT（情

報通信技術）を活用したエネルギーマネジメントシステムの普及を推進

する。 

  ○ その先導的取組として、けいはんなエコシティにおける「次世代エネ

ルギー･社会システム実証プロジェクト」を推進し、HEMS(ホーム・エ

ネルギー・マネジメント・システム)、BEMS(ビルディング・エネルギ

ー・マネジメント・システム)、CEMS(コミュニティ・エネルギー・マ

ネジメント・システム)の府域への普及につなげていく。 

 

イ 推進施策(再掲) 

●スマートソサエティの構築 

・けいはんな学研都市において、ICT を活用した次世代エネルギー・社

会システムの実証事業を行う。 

 HEMS や BEMS、電気自動車の管理システムを統合したエネルギ

・電力システム改革は、国レベルで議論され

るものであることから、削除してはいかが

でしょうか。 

・ＬＮＧパイプラインの整備は、国民負担が

大きく、現状では日本海側でのＬＮＧ需要

もないことから、費用対効果を考慮すれ

ば、難しいのではないでしょうか。 

 

 

・メタンハイドレートについては、まずは採

掘技術の開発の見通しを待ってから、戦略

に加えても良いのではないでしょうか 

 

・ＬＮＧ基地整備にあたっての留意事項を追

加してはいかがでしょうか。 

・民間事業者による供給力促進を図ることが

できる施策実施にあたっての留意事項を

追加してはいかがでしょうか。 
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

ーの一元管理システム（CEMS）によるデマンドレスポンスの実施

を検証 

 「まちメガ発電推進事業」に参加する家庭が、住宅に HEMS 機器

と太陽光発電機器を合わせて導入する場合に補助 

・府内での CEMS やデマンドレスポンスの実現に向け、HEMS や BEMS

等の導入拡大を図る。 

 京都の伝統産業から先端産業までの知恵と技術を結集させたエコ

住宅（京エコハウス）の実証・普及事業を推進 

 家庭や中小企業等によるHEMSやBEMSの導入に対し助成や低利

融資を実施 

 府内での新規都市開発において CEMS の導入を促進 

 

ウ 留意事項（再掲） 

スマートグリッドの導入など、新たな取組を進めるに当たっては、現行

規制の緩和など環境整備が必要であり、国に対して電力システム改革の推

進を要請していく。 

 

 

（５）京都エコ・エネルギー産業の育成・振興に向けて  

ア 施策の方向（再掲） 

○ エコ･エネルギー分野が京都のリーディング産業となって産業活性化

につながるよう、中小企業等が行う省エネや再生可能エネルギーに係る

研究・技術開発などを支援するほか、民間活力の積極的な活用を図る。 

 

イ 推進施策 

●再生可能エネルギーに関する技術開発・新事業創出支援 

・京都産業育成コンソーシアム及び京都産業エコ・エネルギー推進機構

と連携して、中小企業等が行う省エネや再生可能エネルギーに係る研

究・技術開発や試作品開発等や、関連する新事業の創出及び新たな市

場の開拓・需要の掘り起こしを支援する。 

 京都市と連携し、エコ・エネルギー産業の事業化、市場参入を目指

して製品開発を行う中小企業等の研究・開発経費に対して助成 

 

ウ 留意事項（再掲） 

省エネや再生可能エネルギーに係る技術開発や市場開拓が新たなビジ

ネスチャンスやビジネスモデルを生み出し、京都産業の活性化につながる

よう、京都産業育成コンソーシアムや京都産業エコ・エネルギー推進機構

と連携し、オール京都体制で支援していく。 

 

ーの一元管理システム（CEMS）によるデマンドレスポンスの実施

を検証 

 「まちメガ発電推進事業」に参加する家庭が、住宅に HEMS 機器

と太陽光発電機器を合わせて導入する場合に補助 

・府内での CEMS やデマンドレスポンスの実現に向け、HEMS や BEMS

等の導入拡大を図る。 

 京都の伝統産業から先端産業までの知恵と技術を結集させたエコ

住宅（京エコハウス）の実証・普及事業を推進 

 家庭や中小企業等によるHEMSやBEMSの導入に対し助成や低利

融資を実施 

 府内での新規都市開発において CEMS の導入を促進 

 

（下線部削除） 

 

 

 

 

 

（５）京都エコ・エネルギー産業の育成・振興に向けて  

ア 施策の方向（再掲） 

○ エコ･エネルギー分野が京都のリーディング産業となって産業活性化

につながるよう、中小企業等が行う省エネや再生可能エネルギーに係る

研究・技術開発などを支援するほか、民間活力の積極的な活用を図る。 

 

イ 推進施策 

●再生可能エネルギーに関する技術開発・新事業創出支援 

・京都産業育成コンソーシアム及び京都産業エコ・エネルギー推進機構

と連携して、中小企業等が行う省エネや再生可能エネルギーに係る研

究・技術開発や試作品開発等や、関連する新事業の創出及び新たな市

場の開拓・需要の掘り起こしを支援する。 

 京都市と連携し、エコ・エネルギー産業の事業化、市場参入を目指

して製品開発を行う中小企業等の研究・開発経費に対して助成 

 

ウ 留意事項（再掲） 

省エネや再生可能エネルギーに係る技術開発や市場開拓が新たなビジ

ネスチャンスやビジネスモデルを生み出し、京都産業の活性化につながる

よう、京都産業育成コンソーシアムや京都産業エコ・エネルギー推進機構

と連携し、オール京都体制で支援していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電力システム改革は、国レベルで議論され

るものであり、削除してはいかがでしょう

か。 
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参考資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 
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参考表 京都府内の販売電力量構成の推移について 

（単位：億kWh)

161165156160165162162総 計

32717064687374原子力

35332330302932石 炭

47353634332928ＬＮＧ

2981118181110石 油

2222223揚 水

14151413131615一般水力

2222222新エネ

2011年2010年2009年2008年2007年2006年2005年

（単位：億kWh)

161165156160165162162総 計

32717064687374原子力

35332330302932石 炭

47353634332928ＬＮＧ

2981118181110石 油

2222223揚 水

14151413131615一般水力

2222222新エネ

2011年2010年2009年2008年2007年2006年2005年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考表削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電気は、単一の府県エリアで論じるもので

はなく広域で考えるものであることから、

削除してはいかがでしょうか。 

 

 

出典：関西電力グループ経営計画のデータを元に京都府が作成 
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

参考表 京都府における部門別電力消費量の推移（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

55,092 67,907 23.3

(100.0%) (100.0%)

23,548 22,201 ▲ 5.7

(42.7%) (32.7%)

1,279 813 ▲ 36.5

(2.3%) (1.2%)

農林水産業 49 199 303.8

(0.1%) (0.3%)

建設業･鉱業 1,230 614 ▲ 50.1

(2.2%) (0.9%)

22,269 21,388 ▲ 4.0

(40.4%) (31.5%)

化学･化繊･紙パ 1,544 611 ▲ 60.4

(2.8%) (0.9%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 1,405 557 ▲ 60.4

(2.5%) (0.8%)

機 械 3,517 2,092 ▲ 40.5

(6.4%) (3.1%)

重複補正 138 0 ▲ 100.0

(0.3%) (0.0%)

他業種･中小製造業 15,666 18,128 15.7

(28.4%) (26.7%)

31,543 45,706 44.9

(57.3%) (67.3%)

15,992 22,746 42.2

(29.0%) (33.5%)

15,551 22,961 47.6

(28.2%) (33.8%)

水道廃棄物 1,611 1,722 6.9

(2.9%) (2.5%)

商業･金融･不動産 4,455 7,535 69.1

(8.1%) (11.1%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 4,628 7,401 59.9

(8.4%) (10.9%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 1,133 1,355 19.6

(2.1%) (2.0%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 2,820 3,285 16.5

(5.1%) (4.8%)

他業務･誤差 903 1,662 84.1

(1.6%) (2.4%)

0 0 -

(0.0%) (0.0%)

0 0 -

(0.0%) (0.0%)

家  庭

業務他

運　輸

乗用車

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計

民　生

 

 

 

参考表 京都府における部門別電力消費量の推移（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

55,092 67,907 23.3

(100.0%) (100.0%)

23,548 22,201 ▲ 5.7

(42.7%) (32.7%)

1,279 813 ▲ 36.5

(2.3%) (1.2%)

農林水産業 49 199 303.8

(0.1%) (0.3%)

建設業･鉱業 1,230 614 ▲ 50.1

(2.2%) (0.9%)

22,269 21,388 ▲ 4.0

(40.4%) (31.5%)

化学･化繊･紙パ 1,544 611 ▲ 60.4

(2.8%) (0.9%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 1,405 557 ▲ 60.4

(2.5%) (0.8%)

機 械 3,517 2,092 ▲ 40.5

(6.4%) (3.1%)

重複補正 138 0 ▲ 100.0

(0.3%) (0.0%)

他業種･中小製造業 15,666 18,128 15.7

(28.4%) (26.7%)

31,543 45,706 44.9

(57.3%) (67.3%)

15,992 22,746 42.2

(29.0%) (33.5%)

15,551 22,961 47.6

(28.2%) (33.8%)

水道廃棄物 1,611 1,722 6.9

(2.9%) (2.5%)

商業･金融･不動産 4,455 7,535 69.1

(8.1%) (11.1%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 4,628 7,401 59.9

(8.4%) (10.9%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 1,133 1,355 19.6

(2.1%) (2.0%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 2,820 3,285 16.5

(5.1%) (4.8%)

他業務･誤差 903 1,662 84.1

(1.6%) (2.4%)

0 0 -

(0.0%) (0.0%)

0 0 -

(0.0%) (0.0%)

家  庭

業務他

運　輸

乗用車

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計

民　生
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

 

参考表 全国における部門別電力消費量の推移（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

2,698,534 3,359,582 24.5
(100.0%) (100.0%)

1,220,265 1,044,875 ▲ 14.4
(45.2%) (31.1%)
21,251 8,990 ▲ 57.7

(0.8%) (0.3%)
1,199,013 1,035,885 ▲ 13.6

(44.4%) (30.8%)
化学･化繊･紙パ 307,410 265,440 ▲ 13.7

(11.4%) (7.9%)
鉄鋼･非鉄･窯業土石 345,194 292,239 ▲ 15.3

(12.8%) (8.7%)
機 械 212,915 264,512 24.2

(7.9%) (7.9%)
重複補正 ▲ 49,573 ▲ 34,062 ▲ 31.3

(▲1.8%) (▲1.0%)
他業種･中小製造業 235,503 90,129 ▲ 61.7

(8.7%) (2.7%)
1,417,755 2,246,971 58.5

(52.5%) (66.9%)
662,933 1,029,656 55.3

(24.6%) (30.6%)
754,822 1,217,315 61.3

(28.0%) (36.2%)
水道廃棄物 67,696 80,140 18.4

(2.5%) (2.4%)
商業･金融･不動産 188,251 417,722 121.9

(7.0%) (12.4%)
公共ｻｰﾋﾞｽ 214,702 321,493 49.7

(8.0%) (9.6%)
対事業所ｻｰﾋﾞｽ 55,712 83,785 50.4

(2.1%) (2.5%)
対個人ｻｰﾋﾞｽ 135,481 185,401 36.8

(5.0%) (5.5%)
60,514 67,736 11.9

(2.2%) (2.0%)
56,610 64,458 13.9

(2.1%) (1.9%)
3,905 3,278 ▲ 16.0
(0.1%) (0.1%)

貨　物

旅　客

製造業計

民　生

家  庭

業務他

運　輸

内　訳

合　計

産　業

非製造業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考表 全国における部門別電力消費量の推移（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

2,698,534 3,359,582 24.5
(100.0%) (100.0%)

1,220,265 1,044,875 ▲ 14.4
(45.2%) (31.1%)
21,251 8,990 ▲ 57.7

(0.8%) (0.3%)
1,199,013 1,035,885 ▲ 13.6

(44.4%) (30.8%)
化学･化繊･紙パ 307,410 265,440 ▲ 13.7

(11.4%) (7.9%)
鉄鋼･非鉄･窯業土石 345,194 292,239 ▲ 15.3

(12.8%) (8.7%)
機 械 212,915 264,512 24.2

(7.9%) (7.9%)
重複補正 ▲ 49,573 ▲ 34,062 ▲ 31.3

(▲1.8%) (▲1.0%)
他業種･中小製造業 235,503 90,129 ▲ 61.7

(8.7%) (2.7%)
1,417,755 2,246,971 58.5

(52.5%) (66.9%)
662,933 1,029,656 55.3

(24.6%) (30.6%)
754,822 1,217,315 61.3

(28.0%) (36.2%)
水道廃棄物 67,696 80,140 18.4

(2.5%) (2.4%)
商業･金融･不動産 188,251 417,722 121.9

(7.0%) (12.4%)
公共ｻｰﾋﾞｽ 214,702 321,493 49.7

(8.0%) (9.6%)
対事業所ｻｰﾋﾞｽ 55,712 83,785 50.4

(2.1%) (2.5%)
対個人ｻｰﾋﾞｽ 135,481 185,401 36.8

(5.0%) (5.5%)
60,514 67,736 11.9

(2.2%) (2.0%)
56,610 64,458 13.9

(2.1%) (1.9%)
3,905 3,278 ▲ 16.0
(0.1%) (0.1%)

貨　物

旅　客

製造業計

民　生

家  庭

業務他

運　輸

内　訳

合　計

産　業

非製造業

 

 

 

 

 

 

 

 



京都エコ・エネルギー戦略（案）について 

35 

京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

参考表 京都府における部門別熱消費量の推移（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

77,847 79,806 2.5

(100.0%) (100.0%)

24,919 15,835 ▲ 36.5

(32.0%) (19.8%)

4,257 4,009 ▲ 5.8

(5.5%) (5.0%)

農林水産業 1,050 1,075 2.5

(1.3%) (1.3%)

建設業･鉱業 3,208 2,934 ▲ 8.5

(4.1%) (3.7%)

20,662 11,826 ▲ 42.8

(26.5%) (14.8%)

化学･化繊･紙パ 3,014 1,125 ▲ 62.7

(3.9%) (1.4%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 7,406 6,628 ▲ 10.5

(9.5%) (8.3%)

機 械 2,196 795 ▲ 63.8

(2.8%) (1.0%)

重複補正 ▲ 991 ▲ 443 ▲ 55.3

(▲1.3%) (▲0.6%)

他業種･中小製造業 9,037 3,721 ▲ 58.8

(11.6%) (4.7%)

42,463 51,883 22.2

(54.5%) (65.0%)

17,589 17,726 0.8

(22.6%) (22.2%)

24,874 34,157 37.3

(32.0%) (42.8%)

水道廃棄物 1,848 2,410 30.4

(2.4%) (3.0%)

商業･金融･不動産 6,804 8,050 18.3

(8.7%) (10.1%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 7,194 12,906 79.4

(9.2%) (16.2%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 2,080 1,145 ▲ 44.9

(2.7%) (1.4%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 6,062 8,856 46.1

(7.8%) (11.1%)

他業務･誤差 887 789 ▲ 11.0

(1.1%) (1.0%)

10,466 12,087 15.5

(13.4%) (15.1%)

10,466 12,087 15.5

(13.4%) (15.1%)

内　訳

合　計

産　業

非製造業

乗用車

製造業計

民　生

家  庭

業務他

運　輸

 

 

 

 

参考表 京都府における部門別熱消費量の推移（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

77,847 79,806 2.5

(100.0%) (100.0%)

24,919 15,835 ▲ 36.5

(32.0%) (19.8%)

4,257 4,009 ▲ 5.8

(5.5%) (5.0%)

農林水産業 1,050 1,075 2.5

(1.3%) (1.3%)

建設業･鉱業 3,208 2,934 ▲ 8.5

(4.1%) (3.7%)

20,662 11,826 ▲ 42.8

(26.5%) (14.8%)

化学･化繊･紙パ 3,014 1,125 ▲ 62.7

(3.9%) (1.4%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 7,406 6,628 ▲ 10.5

(9.5%) (8.3%)

機 械 2,196 795 ▲ 63.8

(2.8%) (1.0%)

重複補正 ▲ 991 ▲ 443 ▲ 55.3

(▲1.3%) (▲0.6%)

他業種･中小製造業 9,037 3,721 ▲ 58.8

(11.6%) (4.7%)

42,463 51,883 22.2

(54.5%) (65.0%)

17,589 17,726 0.8

(22.6%) (22.2%)

24,874 34,157 37.3

(32.0%) (42.8%)

水道廃棄物 1,848 2,410 30.4

(2.4%) (3.0%)

商業･金融･不動産 6,804 8,050 18.3

(8.7%) (10.1%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 7,194 12,906 79.4

(9.2%) (16.2%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 2,080 1,145 ▲ 44.9

(2.7%) (1.4%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 6,062 8,856 46.1

(7.8%) (11.1%)

他業務･誤差 887 789 ▲ 11.0

(1.1%) (1.0%)

10,466 12,087 15.5

(13.4%) (15.1%)

10,466 12,087 15.5

(13.4%) (15.1%)

内　訳

合　計

産　業

非製造業

乗用車

製造業計

民　生

家  庭

業務他

運　輸
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京都府戦略（骨子案） 修正イメージ（案） 説明 

参考表 全国における部門別熱消費量の推移（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

11,137,062 11,010,928 ▲ 1.1
(100.0%) (100.0%)

5,772,611 5,109,022 ▲ 11.5
(51.8%) (46.4%)

785,078 426,061 ▲ 45.7
(7.0%) (3.9%)

4,987,533 4,682,961 ▲ 6.1
(44.8%) (42.5%)

化学･化繊･紙パ 1,900,353 2,326,863 22.4
(17.1%) (21.1%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 1,880,985 1,524,007 ▲ 19.0
(16.9%) (13.8%)

機 械 126,860 61,467 ▲ 51.5
(1.1%) (0.6%)

重複補正 ▲ 129,169 ▲ 101,018 ▲ 21.8
(▲1.2%) (▲0.9%)

他業種･中小製造業 831,681 638,509 ▲ 23.2
(7.5%) (5.8%)

2,207,590 2,570,579 16.4
(19.8%) (23.3%)

940,653 988,874 5.1
(8.4%) (9.0%)

1,266,937 1,581,704 24.8
(11.4%) (14.4%)

水道廃棄物 77,176 84,761 9.8
(0.7%) (0.8%)

商業･金融･不動産 287,892 395,054 37.2
(2.6%) (3.6%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 336,806 504,526 49.8
(3.0%) (4.6%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 102,553 61,352 ▲ 40.2
(0.9%) (0.6%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 293,066 453,688 54.8
(2.6%) (4.1%)

3,156,861 3,331,328 5.5
(28.3%) (30.3%)

1,614,051 2,056,151 27.4
(14.5%) (18.7%)

1,542,810 1,275,176 ▲ 17.3
(13.9%) (11.6%)

民　生

家  庭

業務他

運　輸

旅　客

貨　物

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計

 

 

 

 

 

 

 

参考表 全国における部門別熱消費量の推移（TJ） 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

11,137,062 11,010,928 ▲ 1.1
(100.0%) (100.0%)

5,772,611 5,109,022 ▲ 11.5
(51.8%) (46.4%)

785,078 426,061 ▲ 45.7
(7.0%) (3.9%)

4,987,533 4,682,961 ▲ 6.1
(44.8%) (42.5%)

化学･化繊･紙パ 1,900,353 2,326,863 22.4
(17.1%) (21.1%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 1,880,985 1,524,007 ▲ 19.0
(16.9%) (13.8%)

機 械 126,860 61,467 ▲ 51.5
(1.1%) (0.6%)

重複補正 ▲ 129,169 ▲ 101,018 ▲ 21.8
(▲1.2%) (▲0.9%)

他業種･中小製造業 831,681 638,509 ▲ 23.2
(7.5%) (5.8%)

2,207,590 2,570,579 16.4
(19.8%) (23.3%)

940,653 988,874 5.1
(8.4%) (9.0%)

1,266,937 1,581,704 24.8
(11.4%) (14.4%)

水道廃棄物 77,176 84,761 9.8
(0.7%) (0.8%)

商業･金融･不動産 287,892 395,054 37.2
(2.6%) (3.6%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 336,806 504,526 49.8
(3.0%) (4.6%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 102,553 61,352 ▲ 40.2
(0.9%) (0.6%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 293,066 453,688 54.8
(2.6%) (4.1%)

3,156,861 3,331,328 5.5
(28.3%) (30.3%)

1,614,051 2,056,151 27.4
(14.5%) (18.7%)

1,542,810 1,275,176 ▲ 17.3
(13.9%) (11.6%)

民　生

家  庭

業務他

運　輸

旅　客

貨　物

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計

 

 

 

 



 

 

 

基本方針 施策の方向と推進方策 

すいしｎ 

取組目標 

（2030年目途） 
五つの戦略 

 

 

年間電力使用量 

２５億ｋＷｈ 

以上削減 

（2010年度比

▲１３％） 

○府民の省エネ行動やライフスタイルの転換、事業者の生産システムの省エ

ネ化を促進 

・関西スタイルのエコポイントの拡充 

・省エネ「見える化」無料診断、中小企業融資制度等 

○産学官が連携して、ＩCＴを活用したエネルギーマネジメントシステムの普

及を促進 

・けいはんなエコシティにおける「次世代エネルギー・社会システム実証プロジ

ェクト」推進等 

○中小企業等の省エネに関する研究・技術開発支援、民間活力の積極的な活

用 

戦略１ 

 

ICT（情報通信技術）等の活用による新

しい省エネ・節電社会の構築 

 

 

再生可能エネ

ルギーによる

年間発電量を

３０億ｋＷｈ

以上とする 

戦略２ 

 

経済性を踏まえた再生可能エネルギー

の最大限の導入拡大 

ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈ・燃料

電池による 

年間発電量を

１８億ｋＷｈ 

以上とする 

 

ＬＮＧ発電所

等の誘致 

戦略３ 

 

府民生活や産業活動を支える 

多様なエネルギーの安定供給の確保 

(多様な電源の保有、分散型電源の推進) 

戦略５ 

京都エコ・エネルギー産業の育成と振興 

戦略４ 

地域の個性を活かしたスマートコミュニティの形成 

○京都産業育成コンソーシアム及び京都エコ・エネルギー推進機構と連携し、エコ・

エネルギー産業の育成と振興による京都産業の活性化を図る。 

京 都 エ コ ・ エ ネ ル ギ ー 戦 略 （ 案 ） の 体 系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続可能な 

社会の実現 

エネルギーの 

安定確保 

地球環境

の 

保全 

京都経済

の 

維持発展 

府民生活 

の 

安心安全 

○再生可能エネルギー、特に太陽光発電に重点を置き、民間事業者等と連携

した導入促進 

・スマート・エコハウス融資制度の活用 

・けいはんなメガソーラーを活用した普及啓発事業の実施 

○ＮＰＯや地域住民等が行うバイオマス発電や小水力発電の取組支援 

・未利用バイオマスの利用拡大等 

○再エネに関する技術開発・新事業創出支援 

○蓄電池やコジェネと組み合わせた再生可能エネルギーの普及促進 

○発電事業に関する税制面その他の優遇措置、発電所建設時の環境アセスメ

ントにおける国の審査機関短縮への協力 

○電力需要の平準化や安定供給のため、天然ガスコジェネの導入拡大や火力

発電所の立地検討 

・再エネと組み合わせたコジェネの導入支援 

・将来に向けたＬＮＧ、石炭火力発電所立地に係る基礎調査・研究の実施 

○長期的視点から、日本海海洋エネルギー資源の開発を促進 

  ・海洋エネルギー資源開発促進日本海連合を中心にメタンハイドレート開発調

査等を国に対して働きかけ 

○発電事業に関する税制面その他の優遇措置、発電所建設時の環境アセスメ

ントにおける国への審査期間短縮への協力 

○けいはんなエコシティの実証実験を活かし、市町村・ＮＰＯ等と連携し、府内各

地で地域の個性を活かしたスマートコミュニティを創出する。 

修正(案) 

参 考 

すいしｎ 

図 

（削除） 

グラフ 

（削除） 




